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1.1 研究の目的

大気中の粒子状物質が人の健康に与える影響に関し

て，PM2.5と呼ばれる粒径 2.5μm以下の微小成分が特

に有害と疑われることが米国を中心とした疫学調査によ

り報告されている。我が国においても大気浮遊粒子状物

質（SPM）の環境基準が未達成の地域が多く，特にデ

ィーゼル車排ガスの影響を強く受ける沿道地域における

大気環境の改善が緊急の課題となっている。発がん性を

中心としたディーゼル排気粒子（DEP）の健康リスク

評価は国際的，国内的にも一定の結論が得られており，

発生源対策も進みつつあるが，対策効果の評価に当たっ

ては，発生源と環境濃度・曝露量との定量的な関連性把

握が必須である。

一方，SPMや PM2.5の発生源としては人為起源と自

然起源とがあり，発生源から直接排出される一次粒子と，

ガス状物質が環境大気中において物理的・化学的な変化

を受けて生成する二次粒子が混在する。これらの生成と

変化には硫黄酸化物，窒素酸化物，有機化合物（VOC）

等のガス状物質が複雑に関与しており，反応と気象の影

響を同時に受ける。このため，実フィールドにおける知

見をもとに，生成メカニズムを解明しなければならない。

さらに，我が国における PM2.5の健康影響に関する知見

の蓄積は不十分であり，疫学，毒性学の両面からその影

響の程度，メカニズム等を明らかにする必要がある。ま

た，重量濃度だけでなく，超微小粒子の個数にも注目す

べきとの問題提起もなされている。

こうした背景を踏まえ，本プロジェクトでは，都市大

気中における PM2.5や DEPを中心とした粒子状物質に

よる大気汚染の動態解明と健康影響の評価のために，デ

ィーゼル自動車をはじめとする都市大気汚染の発生源の

実態解明，測定方法，特に微小粒子の物理・化学的性状

の測定方法の開発，排出後のガス・粒子の環境大気中で

の挙動の解明，動物曝露実験による閾値の推定等に関す

る要素研究を行う。また，特に DEPに着目してフィー

ルド調査を重視した測定方法の高度化を進めるとともに

発生から人への曝露までを総合した評価モデルを構築

し，発生源対策シナリオごとの健康影響低減効果の定量

的予測手法を構築することを目的とする。

1.2 研究の全体フレーム

上記の研究目的に関連してこれまで国立環境研究所で

は先行する研究が行われてきた。最近の関連研究として

は以下の研究がある。特別研究（平成８～ 10年度）『輸

送・循環システムに係る環境負荷の定量化と環境影響の

総合的評価手法に関する研究』１）においては，GIS（地

理情報システム）を用いた自動車排ガス発生源の把握手

法を構築した。特別研究（平成 10～ 12年度）『都市域

における VOCの動態解明と大気質に及ぼす影響評価手

法に関する研究』２）では，固定発生源，移動発生源から

の VOCの発生量を明らかにし，環境大気質への寄与を

評価解析し，ガス状物質に関する一連の研究を終え，未

着手の分野である大気浮遊微小粒子研究の準備を整え

た。これと共に毒性評価に関する研究も継続的に実施し

ており，最近では，特別研究（平成 11～ 13年度）『空

中浮遊微粒子（PM2.5）の心肺循環器系に及ぼす障害作

用機序の解明に関する実験的研究』３）により，ディーゼ

ル排気（ガスと粒子の混合排気： DE）の毒性評価を行

っている。

『大気中微小粒子状物質（PM2.5）・ディーゼル排気

粒子（DEP）等の大気中粒子状物質の動態解明と影響

評価プロジェクト』においては，以上のような国内外の

情勢や国立環境研究所における研究体制を背景に，分野

横断的な研究の枠組みを構成した。

本研究プロジェクトは，５研究チームが排出実態と環

境動態の把握，計測法の検討，健康影響の評価，曝露量

に基づく対策評価モデル等に関する研究課題を相互に関

連させて実施している。研究課題と具体的な研究テーマ

の関連性を図１に示す。

1.3 PM2.5 と DEP に関する国内外の研究動向と本プロ

ジェクトの位置づけ

本プロジェクトではディーゼル排気粒子（DEP）と

PM2.5に代表される大気中微小粒子を研究対象としてい

るが，その環境動態や健康影響に関する知見の蓄積の程

度をはじめとして DEPと PM2.5とでは研究のステージ

に違いがある。また，本プロジェクトの内容は，環境省

をはじめとする内外の他機関が実施する調査とも密接な

関係があり，これらとの役割分担を十分に考慮して研究
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１　研究の目的と経緯



計画を構築している。それらとの関係からみた本プロジ

ェクトの位置づけをここで整理しておく。

まず，DEPと PM2.5の健康影響評価に関して，都市

大気の PM2.5に含まれる DEPの寄与は相当に大きいと

考えられるが，これまで両者の健康影響評価は異なる枠

組みで行われてきた。DEPの健康影響については循環

器系や免疫系に対する影響等いまだに未解明な部分は残

っており，影響メカニズムの解明をさらに進める必要が

あると考えられる。しかしながら，リスク評価・管理の

プロセスで言えば有害性の同定や用量－反応評価はほぼ

完了し，リスク管理へと課題の中心が移っている。一方，

PM2.5については健康影響に関する知見をさらに充実さ

せるとともに，発生源の特性，環境動態についての知見

を蓄積しなければならない。

環境省では平成 12年９月にディーゼル排気微粒子リ

スク評価検討会が「ディーゼル排気粒子のリスク評価に

ついて（中間とりまとめ）」４）を，平成 14 年３月には

「平成 13年度報告書」５）を公表して，DEPの健康リスク

評価については一定の結論を示した。一方，今後の課題

として以下のような指摘を行っている。

①　DE曝露を受ける職業集団に対する適切な曝露評価

法を組み入れた疫学調査を実施すること

②　道路沿道住民および対照地域住民の疫学調査を，特

に曝露評価を充実させて行うこと

③　動物吸入実験における過剰負荷（overload expo-

sure）の問題を解決すること

④　動物吸入実験において，呼吸器系疾患のみでなく，

循環器系への影響，内分泌攪乱作用にも焦点をあて

た知見を充実させること

⑤　DEPの曝露評価を行うための測定法を確立し，一

般住民の平均的な曝露濃度の評価を充実させるとと

もに，DEPの成分分析，シミュレーションモデル

の充実をはかること

これらの課題のうち，本プロジェクトでは，④および

⑤を研究課題として取り上げてきた。①については調査

実施の困難さから本プロジェクトの研究課題として取り

組んでおらず，また環境省をはじめとした国の取り組み

も行われていない。②の課題は環境省環境保健部が曝露

評価手法の検討を従来から行っており，本プロジェクト

メンバーはその検討に加わっている。②にかかる疫学調

査については環境省が平成 17年度から取り組む予定と

なっており，これについても本プロジェクトメンバーの

多くが関わって重要な役割を果たすとともに，本プロジ

ェクトの成果が調査計画立案に大きく寄与することが期

待される。

国際的に大気中の微小粒子の健康影響に関する関心が

高まった最も大きな背景には，米国において 1997年に

環境基準が改定されて，PM2.5の環境基準として年平均

値 15μg/m3，24時間値 65μg/m3を追加したことがあ

げられる。DEPの健康影響に関する研究とは異なり，

PM2.5の健康影響に関する研究が開始されたのは比較的

新しく，知見が蓄積され始めたのはこの 10年ぐらいの

ことである。しかも，その知見の多くは米国をはじめと

する外国での疫学研究によるものであった。米国では
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図１　PM2.5・ DEP研究プロジェクトの研究課題



1997年に PM2.5の大気環境基準を設定した後，米国学術

研究会議（National Research Council）６－８）は以下の

10の短期，長期の優先研究課題を提示した。

①　屋外環境測定と人への真の曝露量との関連性

②　一般集団や高感受性群に影響を及ぼす有害成分の

同定

③　発生源のキャラクタリゼーション

④　大気質モデルの開発と検証

⑤　有害成分の評価

⑥　気道への粒子沈着・動態

⑦　粒子状物質とガス状物質の共存影響

⑧　高感受性群の同定

⑨　生体影響のメカニズム

⑩　統計解析手法

これらの課題の多くは本プロジェクトでも取り上げら

れているが，それぞれの課題の中でさらに我が国での優

先度を考慮するとともに，研究資源の有効的な配分を考

慮して研究課題の絞り込みを行っている９）。

PM2.5の健康影響に関して，我が国では環境省が平成

11年度から微小粒子状物質等曝露影響調査を開始して，

PM2.5に関する健康影響調査（疫学，動物実験）と曝露

調査が行われている。疫学調査では粒子状物質と日死亡，

受診率などとの関連性の短期影響に関する解析と全国７

地域での長期疫学調査を実施している。動物実験では

PM2.5の濃縮曝露装置（CAPs）を横浜市の幹線道路沿

道に設置して曝露実験を開始している。これらは本プロ

ジェクトの研究課題となっていないが，これらの調査，

実験では本プロジェクトメンバーがいずれも重要な役割

を担っており，密接な関係のもとで研究が進められてい

る。

一方，自動車から排出される排出ガスや粒子状物質は，

都市部における大気汚染の原因物質として，その寄与割

合は大きく，排出実態を正確に把握することは，対策を

進める上で極めて重要である。環境省は，排出ガス規制

の検討や規制の効果評価に資するため，自動車排出ガス

原単位と排出総量に関する調査を長期にわたり実施して

おり，本プロジェクトのメンバーは，これらの調査に重

要な役割を担ってきた。また，従来は，路上走行データ

をもとに作成した実走行モードで車両をシャシーダイナ

モ上で走行させ，測定した排出ガスデータから排出原単

位を設定してきたが，試験車両数の制限から十分なデー

タを用意することが難しく，より正確な排出量推計方法

の検討が求められている。その有力な候補として，車載

計測装置による実使用条件下における排出ガス計測が世

界的に注目されており，これらのデータを用いた新しい

排出量の推計方法の検討が行われようとしている。これ

らについても，本プロジェクトメンバーが環境省の競争

的資金である環境技術開発等推進費により多くの成果を

上げており，今後の計画立案等に役立つものと期待され

る。また，地球環境保全等試験研究費（公害防止等試験

研究費）の地域密着型研究において，ディーゼル車排出

ガスを主因とする沿道局所汚染を緩和するために，道路

周辺の拡散状況改善の視点から研究を進めている。

本プロジェクトの各研究課題は図２に示すようにこれ
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図２　大気中粒子状物質に関する PM2.5・ DEP研究プロジェクトに関連する研究フレームと研究課題



らの環境省が実施する調査事業との密接な関連の下に計

画，実施されている。

本報告書では平成 13～ 14年度の２年間の研究のうち

研究の成果がまとまったものを中心に記載されており，

必ずしも研究課題のすべての内容をカバーしていない。

研究成果の公表のタイミングなどの理由で，研究成果が

得られていても本報告書に含めることができなかった内

容も多いが，これらに関しては平成 17年度の研究終了

時に出版を予定している最終報告書に記載するととも

に，逐次論文にとりまとめ学術誌等で公表を予定してい

る。
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2.1 排出実態と環境動態の解明

2.1.1 自動車からの微小粒子の排出実態と動態

（１）研究の背景

自動車から排出される粒子状物質は，道路沿道や都市

域における大気汚染の主要な原因物質として，その排出

規制が年々強化されてきた 10）。現在予定されているディ

ーゼル車に対する排ガス規制に対応するには，DPFな

どの後処理装置の採用が必須になると考えられており，

規制が導入されるに従い，粒子状物質の排出重量は大幅

に低減されると見込まれている。しかしながら，排出ガ

ス対策が高度になるにつれ，排出される粒子が微細化さ

れるため，排出される粒子の数は低減されず，むしろ増

加する場合もあるとの懸念が顕在化してきた。

ナノ粒子と呼ばれる直径が数十 nmあるいはそれ以下

の極めて小さい粒子状物質は，大きい粒子とは異なる健

康影響が懸念されており，欧州では，10～ 500 nmの粒

子を対象とした微小粒子の測定法開発プログラムが提案

され，現在，UNECE GRPE（国連欧州経済委員会エネ

ルギー・汚染作業部会）の中で Particle Measurement

Programme (PMP) 11）として，我が国を含む世界各国が

参加して測定法の検討が行われている。米国においても，

大学，研究機関において，微小粒子の計測法や自動車か

らの排出実態および大気中における動態に関する研究が

実施されている 12）。

これまでの研究により，ディーゼル車ばかりでなく，

ガソリン車からもナノ粒子が排出されることが確認され

ている。しかしながら，ナノ粒子の排出はエンジンの種

類や運転条件，排ガス希釈などの測定条件等の影響を受

けるため，排出実態や大気中における挙動は把握が困難

である。排気管から排出された高濃度のナノ粒子は，排

出された後，排出された粒子どうしや大気中に存在する

粒子との凝集などにより，時々刻々粒径が変化すること

が予測され，健康影響の観点からは，大気中での挙動を

把握することが重要と考えられる。

本研究はナノ粒子に関する先導的な研究として実施し

たもので，実大気での状況を把握するため，道路沿道に

おいて粒径分布の連続観測を行った。さらに，排気管か

ら排出されるナノ粒子の特性や排出後の大気中における

挙動を把握するため，瞬時に排気ガスを高倍率で希釈で

きる高倍率希釈トンネルと，大気中での排気ガスの拡

散・変化を模擬できる排気ガス拡散チャンバを試作し，

シャシーダイナモ試験による排出直後の粒径分布と大気

中に放出された後の粒径分布の変化を検討した。

（２）沿道大気観測

大気中における微小粒子の挙動を把握するため，大型

車の交通量が多く，高濃度の粒子状物質が観測されてい

る川崎市川崎区池上町の池上新町交差点において，2002

年２月 18～ 27日の 10日間にわたり，SMPS（Scanning

Mobility Particle Sizer）による粒径分布の連続観測を

実施した。SMPSは，交差点直近の歩道上に設置した

観測小屋内に設置し，道路と歩道の境界付近 1.5 mの高

さから３ mの銅管（内径６ mm）で試料空気を吸引し

た。図３に観測地点，図４，５に観測地点における平日

および休日の交通量と SPM濃度の時間変化を示す。

また，図６には，観測地点において SMPSにより測

定された 850 nm以下の粒子状物質の粒径分布の時間変

化を示す。

休日は，大型車の交通量が少なくなるため，SPM濃

度，微小粒子の個数濃度とも平日に比べてかなり低かっ

た。一方，平日には，SPM濃度は交通量とともに増加

し，この地点の大気環境が自動車排気に大きく影響され

ていることが示された。微小粒子の個数濃度分布は，20

～ 30 nmと 100 nm付近とに２つのピークを有する分布

を示し，SPM濃度と同様に，早朝，交通量が増加する

に従って個数濃度も増加した。交通量があまり変わらな

いにもかかわらず，午後に比べて午前中に極めて高い個

２　研究の成果

図３　沿道大気観測地点



数濃度が観測されたが，これは風向が午前と午後で変化

したためと考えられた。この観測により，自動車から排

出されていると考えられるナノ粒子と呼ばれる極めて小

さい粒子が，沿道大気中において高濃度で存在すること

が確認された 13）。

（３）排気管から排出される粒子状物質の粒径分布

これまでの研究によれば，自動車排ガス中の微小粒子

の粒径分布は，排気管から希釈トンネルまでの排気導入

管での滞留時間や希釈率の影響を強く受けることが指摘

されており，大気に排出された直後の粒径分布を評価す

るためには，排気導入管や希釈排ガス中における凝集や

凝縮の影響を防ぐ必要がある。そこで本研究では，排ガ

スを瞬時に 100～ 500倍程度に希釈可能な高倍率希釈ト

ンネルを試作した。

図７に高倍率希釈トンネルの流路図を示す。排気導入

管における凝集等を防ぐため，車両の直後に設置できる

構造にして排気導入管をできるだけ短くするとともに，

管内での吸着，熱泳動による損失を防ぐため最高 400℃

まで加熱できるようにした。図８は試作した高倍率希釈

トンネル（HDR）と全量希釈トンネル（FFDT）との

粒径分布測定結果を比較したもので，高倍率希釈トンネ
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図４　観測地点における交通量 図５　観測地点における SPM濃度

図６　粒径分布の時間変化

図７　高倍率希釈トンネル流路図

図８　高倍率希釈トンネル（HDR）と全量希釈トンネル
（FFDT）による測定結果の比較



ルでは，個数濃度のピークが全量希釈トンネルに比べて

十数 nm小さい側にシフトしている。これは，排気導入

管での滞留時間の短縮と希釈倍率を高くしたことによ

り，排気導入管や希釈排ガス中での粒子の凝集等の影響

が少なくなったためと考えられる。

図９は，高倍率希釈トンネルを用いて測定したディー

ゼル車の各種定常運転時における排出粒子の粒径分布

を，道路沿道での観測結果と比較したものである。

自動車から排出される微小粒子の粒径分布は，運転条

件等の影響を受けることが知られているが，これまでの

報告では，定常運転においては約 50～ 100 nmにピー

クを有する分布を示すものが多く，ここに示した結果は

おおむね平均的な結果であると考えられる。

高倍率希釈トンネルを用いて定常運転で測定された粒

径分布は，50 nm付近に個数濃度のピークがあるが，沿

道大気中では 20～ 30 nmと 100 nm付近にピークがあ

り，両者は明らかに異なった粒径分布を示している。こ

こに示した結果は，交差点の直近で測定されたものであ

り，排出されてからの滞留時間の影響や非定常運転での

排出特性を反映しているものと考えられ，今後，詳細な

検討が必要である。

（４）拡散チャンバによる大気放出後のディーゼル排出

粒子の粒径変化の観察

本研究では，排出直後の粒子に加えて，大気中に放出

された後の粒子の特性を把握するため，排気管から排出

された排気ガスを直接大容量のチャンバ内に放出し，粒

径分布の経時変化を観察できる排気拡散チャンバを試作

した。

図 10に排気拡散チャンバの外観図を示す。チャンバ

の３面にはトレー型に加工したテドラーフィルムが取り

付けられ，排気ガス導入時の体積変化を吸収できる構造

となっている。

ディーゼル車をシャシーダイナモ上で定常走行（40

km/h）させ，排気の一部を排気拡散チャンバ内に導入

した後，チャンバを密閉してその後の粒径分布の変化を

調べた。図 11に粒径分布の変化を，図 12に個数濃度

のピーク粒径の推移を示す。導入直後は，濃度が高いた

め凝集速度が速いが，時間が経過するに従って凝集によ

り個数濃度が低下するため，凝集速度も低下した。これ

らの結果は，大気中における粒径分布を理解するために

は，排出後の滞留時間を考慮する必要があることを示し

ている。
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図９　ディーゼル排気と沿道大気中における粒子状物質の粒
径分布の比較

図 10 排気拡散チャンバ

図 11 ディーゼル粒子の凝集による粒径変化



（５）粒径分布に及ぼす運転条件の影響

これまで報告されてきた自動車排出粒子の粒径分布

は，ほとんどが定常運転時における測定結果である。

SMPSは，決められた粒径範囲をスキャンするのに数

分の測定時間を要するため，非定常運転時の測定が困難

であることも理由の一つと考えられる。そこで，本研究

では，沿道（交差点近く）で観測された 20～ 30 nm付

近にピークを有する微小粒子（ナノ粒子）が，非定常運

転によるものかどうかを把握するため，図 13に示すよ

うな運転モードで車両を長時間運転し，その間 SMPS

で複数回の測定を行って平均する方法を考案した。測定

には，全量希釈トンネルを用い，希釈排ガスを SMPS

に導入した。図 14に，非定常運転条件下で測定した粒

径分布を示すが，定常運転では出現しなかった 20～ 30

nm付近にピークを有する分布となった。測定例が少な

く，断定することはできないが，沿道で観測された 20

～ 30 nmのピークが非定常運転によるものである可能

性が示唆された。

（６）今後の課題

本研究では，ナノ粒子に関する先導的研究として，ナ

ノ粒子の環境中での動態を把握するため，道路沿道（交

差点近く）でのフィールド観測に加えて，瞬時に排気ガ

スを高倍率で希釈できる高倍率希釈トンネルを試作し

て，排気管から排出された直後の微小粒子の粒径分布を

測定した。その結果，沿道大気中における粒径分布と定

常運転でのディーゼル排出粒子の粒径分布は大きく異な

ることが分かった。そこで，大気中での排出粒子の拡散

を模擬できる排気ガス拡散チャンバを試作し，大気中に

放出された粒子の凝集の様子を調べた。さらに，交差点

近くでの過渡運転が粒径分布に及ぼす影響を調べ，沿道

大気中における粒径分布を説明するためには，自動車か

ら排出された後の粒子の凝集や過渡運転の影響を考慮す

る必要があることを示した。今後は，異なる道路環境や

一般大気中でのナノ粒子の動態や，形式の異なる車両か

らの排出実態を把握するとともに，健康影響への観点か

らナノ粒子の物理化学的特性の解析を進める必要があ

る。

2.1.2 都市域での動態観測

（１）2000年 12月～ 2001年３月の観測

大気中微小粒子状物質を中心とした都市大気汚染の立

体分布を把握するために，2000年 12月～ 2001年２月

に東京で 45日間，2001年３月に大阪で 30日間，連続

的にガス状物質，粒子状物質，および気象要素の測定を

行った結果について解析した。また，合わせて粒子状物

質の測定・モニタリング技術に関しての検討も行った。

東京については，冬季の大気汚染の特徴を把握すること，

大阪については春季の高濃度大気汚染の発生機構を解明
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図 12 個数濃度ピーク粒径の時間変化

図 13 過渡運転モード

図 14 過渡運転時における粒径分布



することを重点に置いた。

１）PM2.5および元素状炭素の測定法の比較

PM 2.5については，β線吸収式（紀本電子，SPM-

612D），TEOM（R&P，Series1400），光散乱式

（GRIMM，Model 107）の３者を比較した（図 15）。β

線吸収式と光散乱式は，ほぼ１：１に対応しており，相

関も特に高かった。一方，TEOMについては，他の２

つに対しておよそ半分程度の濃度を示した。TEOMの

測定部および採気気流の温度を 50℃に設定していたた

め，有機物や硝酸塩などの成分が一部揮発したことが考

えられる。次に，元素状炭素については，熱分離・非分

散赤外吸収法（R&P，Series 5400 Ambient Carbon

Particulate Monitor）とフィルター反射光による測定

（紀本電子，SPM-612D）の２者を比較した。両者の相

関はおおむね良好であるが，８μg/m3程度以上ではフ

ィルター反射光による測定が熱分離・非分散赤外吸収法

よりも低めに出る傾向が見られた。

２）東京・大阪の SPMの特徴

ハイボリュームサンプラー（紀本電子，Model 123VL）

を用いて SPM（10μm以下の粒子）を石英繊維フィル

ターに捕集した。捕集時間は 24時間で，東京は 32試料，

大阪は７試料を採取した。炭素成分（EC, OC）を

CHN計で，イオン成分（SO4

2-, NO3

-, Cl-, NH4

+, Na+,

Ca2+, K+, Mg2+）をイオンクロマトグラフで，金属成分

（Al, Fe）を ICPでそれぞれ分析した。また，総重量濃

度は捕集前後のフィルター重量差から求めた。東京と大

阪の SPMの平均組成を図 16に示す。炭素成分（EC +

OC）の割合は，東京，大阪ともに 25％程度を占めた。

また，Cl- が大阪では 0.9％であるのに対して，東京で

は６％となった。Na+とのイオンバランスをとると，東

京では Cl- が過大に存在しており，海塩粒子以外の起源

による寄与が示唆された。一方，SO4

2- の割合は東京で

は７％であるのに対して，大阪では 16％と高かった。

ただし，nss-SO4

2-/SO4

2- は東京・大阪ともに 0.98以上で

あった。SPM濃度と各成分濃度との相関係数（表１）
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図 15 PM2.5測定法の比較

図 16 東京と大阪における SPM組成の期間平均

表１　SPM濃度と各成分濃度との相関係数



は，東京では OC，NO3

-，Cl- が大阪に比べて高いのに

対し，大阪では SO4

2-，Alが東京に比べて高かった。

なお，その他が４割程度あるが，総重量濃度はフィル

ターの重量差から求めたのに対して，各成分濃度は化学

分析によって得られた値の総和であり，両者の測定方法

が異なることが要因の１つと考えられる。また，実際に

浮遊している粒子の状態では，たとえば，OCはH，O，

N などと共に多様な有機化合物として存在している。

また，土壌粒子は Alや Feのほかに多種の元素から構

成されており、硫酸塩や硝酸塩，海塩粒子は吸湿性であ

るため，水分を含んでいる。その他の部分にはこのよう

なものが含まれていると考えられる。

３）粒子状物質の鉛直分布

東京における観測では，地上，高度 64 m，高度 240

mにおいてハイボリュームサンプラーによる 24時間サ

ンプリングを実施した。合わせて NOx，SPM，PM2.5の

自動測定を行った。各成分の地上濃度に対する高度 64

mおよび 240 mの濃度の比を図 17に示す。全体の濃度

については，地上濃度に対して 240 mでは７割程度と

なっている。各成分については，EC，OCでは６割前

後であるのに対して，SO4

2- では約９割となっている。

また，Na+，Mg2+，Al，Feの濃度比は 1.0～ 1.2となっ

ており，鉛直方向の濃度差がないか，240 mの方が若干

高い結果となっている。気象条件による鉛直分布の変化

については，明確な傾向は見られなかった。ただし，12

月 31日については，寒冷前線の通過直前に SPM濃度

が上昇して調査期間で最高濃度（150μg/m3）となると

同時に，地上と上空の濃度の差が大きくなった。

４）SPMの高濃度事例の解析

東京における観測では，SPM濃度が 100μg/m3程度

に達するような高濃度事例が，12月 28日，12月 31日，

１月 11日，１月 25日に観測された。各日の午前９時の

気圧配置は，12月 28日は西高東低であるが気圧傾度は

緩やか，12月 31日と１月 25日は高気圧の後面に位置

し低気圧が接近中，１月 11日もやはり日本海から低気

圧が接近していた。また，各日いずれも風速は２～３

m/sかそれ以下と比較的弱かった。なお，日平均風速が

３m/s以上では日平均濃度 50μg/m3を超える事例は出

現しなかった。SPM濃度の日変化を大まかに見ると，

昼前後から上昇し始め，夕方または夜にピークに達する

という変化を示した。一方，この時の NOおよび NO2

濃度は，朝と夕方にピークをもつ傾向を示した。

（２）2003年３月の観測

2003年３月 17～ 19日に，関西地区において集中観

測を行った。航空機観測を１日３回実施し，３高度

（300，600，1,350 m）での水平飛行（図 18に示す A-B-

C-D-Aのルート）と 3,000 mまでのスパイラル飛行を

基本とした。NOx計，O3計，パーティクルカウンタな

どによる連続測定と粒子状物質のフィルターサンプリン

グを行った。また，SMPSを搭載し，微小粒子の粒径

別個数濃度を測定した。大阪市内における地上観測では，

航空機観測と同様の測定およびサンプリングを行った。

これに加えて，集中観測期間を含む３月９～ 31日に，

ガス成分，粒子状物質の自動測定による地上観測を行っ

た。

16～ 20日の地上における PM2.5濃度は，16～ 17日

早朝に降雨があって 17日昼前に数μg/m3まで低下し，

その後増減しながらも全体的には増加傾向となり，19,

20日両日の午前中は高濃度となった。風は期間中おお
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図 17 東京における各成分濃度の地上に対する各高度の比 図 18 航空機観測の飛行ルート



むね北寄りの風が吹いていた。

図 19は 18日 16 : 30～ 18 : 30の航空機観測で得られ

た粒径分布の高度別平均である。1,300 m以下では 20

～ 30 nmと 100～ 200 nmにピークがある分布をなして

いた。しかし，20～ 30 nmのピークは 100～ 200 nm

のそれに比べて高度に伴う個数濃度の減少率が大きかっ

た。

図 20に，地上のガス・粒子状物質濃度が高かった 19

日の航空機観測において，粒径分布の特徴をよく表すと

考えられる粒径 31 nmの個数濃度のみを SMPSによっ

て連続的に測定した結果を示す。８: 30～ 10 : 30（１回

目）の観測では，C-D間上空の 300 mと 600 mにおい

て 31 nmの個数濃度が相対的に高かったが，高度 1,300

mではほとんど観測されなかった。12 : 30～ 14 : 30（２

回目）および 16 : 30～ 18 : 30（３回目）の観測では，

300 mと 600 mの個数濃度は次第に減少していったも

のの，A-B-C間で相対的に高い濃度が観測された。当

日の地上風は，午前中は弱い南西の風であったが，午後

に入って強くなりながら北寄りに風向が変わっていっ

た。このことから，汚染気塊は時間の経過とともに拡

散・希釈されながら大阪平野中央から南部へ移動してい

ったと推測される。

一方，１回目の観測のパーティクルカウンタで測定し

た２μm以上の粒子は，300 mと 600 mでは少なかっ

たが，1,300 mでは A-B間および B-C間で 10～ 100倍

増加した。その後２回目の観測では B付近上空 2,200 m

と 2,500 m で，３回目の観測では A 上空 2,200 m と

2,500 mで相対的に高い濃度が観測された。このことか

ら，この日は粒径が大きく異なる粒子層が，異なる高度

に存在していたことが示唆される。

2.1.3 沿道の大気汚染濃度分布に関する風洞実験

（１）はじめに

実市街地の縮尺模型を用いた風洞実験によって交差点

周辺の濃度分布を測定し，１）沿道および交差点からの

距離による濃度の減衰傾向，２）幹線道路上に敷設され

た高架道路が沿道周辺市街地の濃度に及ぼす影響，等に

ついて調べた。

（２）実験概要

１）対象地点の選定

最近数年間の自動車排ガス測定局モニタリング結果に

おいて NO2または SPM濃度が高かった測定局のうち，

１）周辺の地形に大きな標高差がない，２）道路構造が

交差点に対して著しく非対称でない，３）沿道建物によ

ってストリートキャニオンが形成されている，４）交差
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図 19 粒径分布の高度別平均
（３月 18日 16 :30～ 18 :30の観測）

図 20 粒径 31 nmの個数濃度の測定結果（３月 19日の観
測）
高度を表す線上にある○は，水平飛行を行った各高度ご
とに図 18における飛行ルートの A-B-C-D-Aを順に表す。



点近傍である，５）走行車種に偏りがない，などの条件

を満たす東京都世田谷区上馬自動車排出ガス測定局およ

びその周辺市街地を選んだ。交差点では，北西から南東

方向の環状七号線（日交通量約５万台）と，北東から南

西方向の国道 246号線（地上・日交通量約７万台）が交

差している。さらに，国道 246号線上には高架の首都高

速３号線（地上高さ約 14 m，防音壁高さ約３m，日交

通量約 10万台）が敷設されている。交差点中心部では

環状七号の中央車線がアンダーパスとして 246号（道路

幅約 30 m）の下を通っているので，道路は上下に３層

構造になっている。交差点端部から南西約 30 m・高さ

10.2 mに上馬自動車排出ガス測定局が設置されている

（図 21参照）。

２）風洞，市街地模型および風洞実験の相似則

独立行政法人・国立環境研究所の大気拡散風洞を用い

た。上馬の交差点を中心とした半径 300 mの範囲の市

街地模型を縮尺 1 / 300で作成した。模型の設置状況を

図 22に示す。写真は測定部を風下から眺めており，模

型は SWを風上に向けて設置されている。交差点周辺

市街地の状況および模型の再現範囲を図 21に示す。図

には，本文中で用いたゾーンニングの名称を示している。

風洞実験の相似則としては模型の幾何学的相似，接近流

の相似，排出条件の相似を考慮した。接近流に関する相

似条件：模型の風上側 12 mにわたって縦横 100 mm，

高さ 50 mmの粗度ブロックを敷き詰めて乱流境界層を

発達させ，過去に東京都内で観測された風速鉛直分布 14）

に近い接近流を得た（図 23）。図には，粗度ブロックの

直後で測定された風速分布（図中実線の Uniform

roughness）に加えて，高架道路模型を取り外した交差

点中央で８方位の風向について測定された分布を示して

いる。また，図右側の分布は（U2+V2+W2）0.5 / U ∞：

U,V,W・３成分（それぞれ主流，スパン，鉛直方向の

平均風速，U ∞は風洞基準風速）の合成風速である。左

側は（｜U｜-（U2+V2+W2）0.5）/ U ∞：主流方向成分 Uと合

成風速の差，すなわち，交差点周辺建物の影響による主

風向からのずれの大きさを表している。模型交差点中央

の風速は，接近流の分布とは大きく異なり風上側の市街

地模型による新しい内部境界層の発達が見られる。図は

省略しているが，摩擦速度 u*で無次元化した各風向成

分の乱れ強さは，風速分布が対数則に従う範囲（150

mm < z < 300 mm）では過去の野外観測や風洞実験の

結果 15）に近く，平均風速や乱れ強さの分布に関する相

似則はほぼ良好に満たされていると思われる。

実験風速： U ∞ = 1.5 ms-1とした 16）。排出条件に関す

る相似：各道路，各車線からの排出強度分布を交通流シ

ミュレーションから求め，線源からの排出量比をそれに

合わせた。本実験では，自動車の走行影響は特に考慮し

ていない。Klein et al. 17）は，上り下りの車線上のチェー

ンに取り付けた多数の小板を動かして自動車の走行を模

擬し，線源から排出されたトレーサーガスの初期拡散を

調べている。Kleinらはこの実験で，一方向にのみ走行

する自動車によるトレーサーガスの連行はかなり強い
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図 22 模型の設置状況

図 21 交差点周辺市街地の状況
および模型の再現範囲

図 23 測定位置における鉛直風速分布



が，対面通行の場合には両者が打ち消しあい，自動車走

行を模擬しない場合の分布と大きく変わらないことを示

している。このことより線源を連続排出源として用いる

ことによって自動車からの排出をほぼ適正に模擬しうる

ものと考える。

３）実験条件

実験風向：現地において頻度の高い N, NNW, S,

SSWと，過去の測定結果において自排局の濃度が高い

SEの合計５風向とした。SEは国道 246号および首都

高速３号線と直交する風向である。

排出条件：高架道路からの汚染物質の周辺市街地に及

ぼす影響を調べるために，地上（国道 246号と環状七号

線）だけからトレーサーガスを排出した場合と高架道路

（首都高速３号線）だけから排出した場合，それぞれの

排出条件について実験を行った。

４）測定位置

濃度測定点：交差点を中心とした半径 150 m（これ以

降，特に断らない限り寸法は実物換算したものとする。）

の後背地で，幹線道路端から 25 mごとのメッシュ交点

になるべく近い路上の各点，および各幹線道路の中央と

両側路端の合計 147点の濃度を測定した。測定高さは地

上 1.5 m，6.5 m（後背地の家屋２階屋根面の高さ），

10.2 m（自排局の測定高さ），20 m（高架道路よりも高

い位置として）の４種類である。

風速測定点：接近流の風速プロファイルは模型風上側

の粗度の後端で行った。模型内部でのプロファイル測定

は高架模型を取り除いた交差点の中央で８方位の風向に

ついて行った。風向 SE の時には模型上部（地上高さ

24 m）での全般的な風況を知るために，交差点を中心

とした，25 mのメッシュ交点（建物とぶつかるときに

は適当な方向に測定点を移動している）での風速を測定

した（図 24）。

５）測定方法

風速：基準風速の測定には 12 mmφのピトー管を，

プロファイルおよび模型内部の風速測定には３次元レー

ザー流速計を用いた。レーザー流速計の粒子供給には粒

子発生装置（試作）18）と Dantec社の煙発生器を適宜使

い分けた。

濃度：道路の各車線に置かれた線源（長さ１ m）か

らトレーサーガス（エタンガス C2H6： 20％, N2： 80％）

を排出し，各測定点の濃度を９チャンネル全炭化水素分

析計によって測定した。風洞が回流式であるため，１チ

ャンネルはバックグラウンド測定にあてている。各車線

のトレーサーガスの総排出量は道路交通センサスに基づ

く NOx排出量から，また，その車線の道路方向の排出

強度分布は交通流シミュレーションを用いて推定したも

のに合わせた。トレーサーガスの排出量は合計で毎分

2.0リットルとした。各車線からのトレーサーガス排出

量を表２に示す。

（３）実験結果と考察

１）交差点周辺市街地の濃度分布

実験結果はすべて無次元濃度 Cnで表す。ただし Cn

= C / Cs，C：測定濃度，Cs = q /（L×H× UH），qは

模型で再現した幹線道路（長さ L =２ m：模型寸法）

から排出されるトレーサーガスの全排出量，Hと UHは

それぞれ世田谷一般環境局の風速計高さに相当する模型
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図 24 濃度測定結果　風向 SE・測定高さ 1.5 m

表２　各車線からのトレーサーガス排出量



寸法（73 mm）とその高さにおける風速である。

風向 SE（国道 246号と直交し，環状七号線と平行な

風向）のとき濃度が最も高くなるのは，アンダーパスの

ために周辺より路面の低くなる交差点風下側の道路中央

付近であり，次に交差点を中心とした幹線道路周辺，次

に幹線道路風下後背地の順である。

最も濃度が低いのは幹線道路風上側の後背地である

（図 24）。こうした交差点周辺市街地における濃度分布

の概略は実験風向が変わっても大きく変化しない（図は

省略した）が，幹線沿道内部の濃度は風向および場所に

よって大きく変化する。それらは沿道の建物によって形

成される局所的な流れ場と深く関係している。たとえば，

交差点の南側（環状七号線沿い）にある高さ 70 mの建

物の風上側道路では建物の遮蔽影響によって風速が低下

し，そのため濃度が増加している。逆に，70 m建物の

前面道路ではビル風による風速増加のために濃度が低下

する。沿道建物の存在影響はおおむねその規模に比例す

ると考えられるが，局所的には直近のあまり大きくない

建物等の影響を強く受けるケースも多い。一例として交

差点の南西約 30 mに設置された上馬自排局（図 26の

K-sta.）に相当する位置の 16方位で測定された濃度プ

ロファイル（図 25）について考える。ただし，自排局

のサンプリング口は道路側に突き出して設置されている

ので，風洞における K-sta.の濃度測定は自排局建物直前

の歩道上で行っている。図には K-sta.の濃度分布プロフ

ァイルに加えて，１）幹線道路，２）幹線道路風下後背

地，３）幹線道路風上後背地，の各ゾーンにおける平均

濃度（実験を行った５風向全部の平均）のプロファイル

を示している。図より，風向W～ NW（×, ×－｜, －印）

における地上の濃度は全風向を通じて最も高い。この風

向のとき，測定位置が西隣の７階建物（図 26参照）や

自排局の置かれた建物自体の風背になるために風速が弱
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図 25 上馬自排局で測定された濃度プロファイル

図 26 自排局周辺測定点の 16実験風向における濃度



く，かつ幹線道からの汚染が逆流してくる場所にあるた

めと考えられる。しかし，測定高さが 10～ 20 mと高

くなると沿道建物の影響は弱まり，逆に，西側後背地か

らの新鮮空気の流入によって濃度は全風向中で最も低く

なる。また，風向 E（◆印）のとき自排局は交差点の風

下になるので高濃度が予想されるが，測定された濃度は

z = 1.5 mで Cn ≅ ２と低い。これは交差点の南側にある

70 m建物のビル風によるものであることが，交差点中

央で測定された風速プロファイルから推測される（図

23において風向 Eの高さ z =３～ 10 mの風速が他の風

向のときの二倍以上に増加している）。

図 26は自排局周辺測定点の 16風向の風洞実験におけ

る濃度（z = 1.5 m）を風配図のようにして表したもの

である。各濃度風配図における濃度の基点は，測定点番

号近くから出ている矢印の先端部である。図より No.83，

84，86および自排局の濃度はどれも，道路と平行な NE

と SW風向，道路と直交する SEと NW風向のときに

高くなっている。また，国道 246号線をはさんで向かい

側の 55，56，57の各点の濃度はどれも風向 NNEのと

きに高い。幹線沿道に比較的大きな建物が連なる場合に

は，沿道の建物列と道路がひとまとまりになった街路空

間としての流れ場が形成されるため，このように，ある

範囲の濃度がよく似た分布傾向を示すものと思われる。

幹線沿道の局所高濃度汚染には，上に述べたいくつか

の影響が重畳しているので単純ではない。しかし，広く

市街地濃度分布を見たとき，沿道建物の影響が強く現れ

るのはせいぜいその建物と同程度の距離までであり，そ

れより遠くなると濃度は幹線道路からの距離によって単

調に減少している。以上のことから幹線沿道市街地の濃

度分布は，１）高濃度が生じやすく，また個々の沿道建

物の影響を強く受ける幹線道路内部　２）大気汚染濃度

が幹線道路からの距離の増加とともに減少する風下後背

地　３）ほとんど幹線道路の影響を受けない風上後背地

の三つのゾーンに分けることができる。

２）高架道路の影響

幹線道路上部に敷設された高架道路が周辺市街地濃度

分布に与える影響としては，ａ）高架道路を通行する車

から排出される汚染の影響と，ｂ）高架道路そのものの

空気力学的存在影響の二通りが考えられる。

ａ）高架道路を通る車からの汚染排出が周辺市街地の

濃度に及ぼす影響

すべての測定点（風向 SE，z = 1.5 m）について，地

上車線（国道 246号と環状七号）と高架道路車線（首都

高速３号）の両方からトレーサーガスを発生したときの

濃度（横軸）と，地上車線だけからトレーサーガスを出

したときの濃度（縦軸）を比較すると図 27の□印のよ

うになる。図より，比較的濃度の高い（Cn > 10）幹線

沿道測定点のプロットはすべて 45度の線上にのり，地

上車線だけからトレーサーガスが排出されたときの濃度

が，地上と高架道路の両方から排出されたときとほとん

ど変わらないことを示している。同じように，高架道路

だけからトレーサーガスを排出したときの濃度（●印）

を比較すると，地上車線と高架道路車線の両方からトレ

ーサーガスを発生したときに高濃度を示す場所のほとん

どがゼロの近くにプロットされている。これより，幹線

沿道の高濃度に対しては地上車線からの寄与が大半を占

め，高架道路からの寄与は小さいことが分かる。この傾

向は他の風向のときも同じである（図は省略した）。

しかし，幹線道路から離れた場所では，濃度値は低い

が高架道路からの寄与が大きくなる場合がある。この例

として図 28に，高架道路と直交する風向 SEのときの

Wゾーン（濃度分布図，図 24から判断して，ここでは

環状七号線からの汚染寄与はほとんどないと思われる）

における国道 246号線からの距離（道路幅で無次元化し

ている）と濃度の関係を示す。図より，地上から排出さ

れたときの汚染濃度（●印）は幹線道路から離れると急

激に低下する。また，高架道路から排出された汚染濃度

（☆印）は幹線道路のごく近くではそれほど高くないが，

幹線道路からの距離による低下は緩慢である。そのため，

地上の濃度に対する寄与は国道 246号線から道路幅の３
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図 27 地上濃度に対する高架道路と地上車線からの
寄与の比較



倍以上離れると，逆に高架道路からの方が大きくなって

いる。

本実験で得られた結果を見る限り，高架道路から排出

された大気汚染物質は広い範囲に拡散し局地的な高濃度

を生じていない。これは，高架道路からの排出が高い位

置（地上約 14 m）から行われていることを考えれば，

ある程度当然のことともいえる。しかし，高架道路から

の大気汚染物質の排出量が地上の３倍に近いことを考え

れば，地上濃度に対する高架道路の汚染寄与が，なおこ

のように小さなことは注目すべきと考える。

ｂ）高架道路の存在が周辺市街地の濃度分布に及ぼす

影響

幹線道路と後背地のそれぞれのゾーン（図 23参照）

ごとに，高架道路があるときの地上濃度（横軸）を高架

道路がないときの地上濃度（縦軸）と比較すると図 29

（風向 SE）のようになる。図より，高架道路がある場

合には交差点風上側の幹線道路●： SE Street）と，風

下側の幹線道路（□： NW Street）および後背地全域

の濃度は，高架道路がない場合に比べて全体として２割

ほど高くなっている。これは高架道路が地上の風を部分

的に遮蔽し，風速が低下したためと考える。一方，高架

道路下の沿道濃度（＋： NE Street，×： SW Street）

は増減まちまちで，一定の傾向は見えない。道路の両側

に比較的大きな建物が連立し，ストリートキャニオンに

なっている場所（NE道路：＋印と SW道路：×印）で

は，高架道路の上（z = 20 m）の濃度が低下している

（図 30）。道路に直交する風向の場合，高架道路がない

ときにはストリートキャニオンにキャビティ渦が生じ，

それによって地上の汚染物質が上方に運ばれ沿道の汚染

はキャニオン全体に広がる。しかし，高架道路がある場

合には，沿道の大気汚染物質は風下側の建物に沿う強い

下降流によって風上に押し出されるものの，高架道路に

上昇を阻まれ，沿道の建物端部からキャニオンの外へ濃

度が濃いまま押し出される。このために，キャニオン上

部の濃度が低く，同時に，高架道路下の濃度上昇も抑え

られるものと推測される。ストリートキャニオンに高架

道路が敷設されている場合の気流および濃度分布につい

ては今後の課題としたい。

３）幹線道路からの距離による濃度減衰

東京都環境保全局は世田谷区上馬，および板橋区大和

町交差点周辺において大気汚染実測調査を行いその結果

を「高濃度大気汚染地域の実態調査結果報告」19 － 21）に示

している。得られた濃度分布は３日間の平均値であり，

その間に生じたすべての風向の寄与が積算されている。
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図 29 交差点周辺市街地の地上濃度に対する高架道
路の存在影響

図 30 交差点周辺市街地の地上 20 mの濃度に対す
る高架道路の存在影響

図 28 幹線道路からの距離による高架道路と地上車
線からの寄与の変化



幹線道路からの汚染は交差点を中心としたすべての方向

に広がっている。この点では，特定の風向のときの濃度

分布を表す風洞実験結果とは異なっている。しかし，幹

線道路からの距離による濃度の低下傾向は，すでに新藤，

松本ら 22）が示したものと，また，風洞実験の結果とも

ほぼ同じである。

今，風洞実験と東京都環境保全局の実測における各点

の濃度を幹線沿道内の高濃度に対する比（C-Camb）/ Cmax

で表し，幹線道路からの距離による濃度減衰をプロット

するとそれぞれ図 31，32のようになる。ただし，Cは

各測定点における NOx濃度，Cambはバックグラウンド

濃度（風洞実験ではゼロ，実測調査では後背地における

測定濃度のうち最も低い濃度とした），Cmaxは沿道内の

最高濃度（風洞実験および実測とも沿道内測定点の上位

５点の平均濃度）とした。また，幹線道路からの距離は，

1/R = 1/Lx + 1/Ly（Lx，Ly：直交する２本の幹線道路か

らの最短距離）で定義される交差点距離 Rとし，これ

を幹線道路幅Wで基準化した R/Wを用いた。これらの

図は必ずしも厳密ではないが，幹線沿道からの距離によ

る濃度減衰についてはある程度の目安を与えるものと考

える。図より風洞，実測いずれの場合にも後背地の濃度

は，幹線道路からの距離 R/W < 1で急激に低下し，そ

れよりも遠くでは減衰が緩やかである。ただし，風洞で

は R/W > 2の測定点は存在しない。また，実測調査に

おいて R/W ≅ ３まで離れてもある程度の濃度が測定さ

れているのは，細街路を通行する車からの排出によるも

のと考える。

（４）結論

都内上馬交差点周辺の 1 /300縮尺模型を用いた風洞実

験を行った結果，次のことが明らかになった。

１）幹線沿道の局所高濃度汚染は周辺建物の影響を受

け複雑に分布するが，沿道建物の影響が強く現れるのは

せいぜいその建物規模と同程度の距離までであり，それ

より遠くなると濃度は幹線道路からの距離によって単調

に減少する。幹線沿道市街地の濃度分布はおおまかに

①高濃度が生じやすく，また個々の沿道建物の影響を強

く受ける幹線道路内部　②大気汚染濃度が幹線道路から

の距離の増加とともに減少する風下後背地　③ほとんど

幹線道路の影響を受けない風上後背地　の三つのゾーン

に分けられる。

２）本事例の場合，幹線道路周辺市街地の濃度は交差

点距離 Rを幹線道路幅Wで基準化した距離 R/W < 1で

急激に減少する。ただし，交差点距離 Rは，1/R = 1/Lx

+ 1/Ly（Lx，Ly：直交する２本の幹線道路からの最短距

離）で定義する。

３）本事例の場合，高架道路から排出された大気汚染

物質は広い範囲に拡散し局地的な高濃度を生じていな

い。また，高架道路下の沿道では濃度が増加する場所と，

低下する場所それぞれがあり，特に高濃度が生じやすい

傾向は見られなかった。

2.2 計測法の検討

2.2.1 OC/EC測定

（１）背景

大気中の浮遊粒子状物質における主要な成分の１つと

して，炭素成分があげられる。炭素成分は無機炭素と有

機炭素（OC）に分けられる。無機炭素は元素状炭素
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図 31 二本の幹線道路からの距離による濃度の減衰
（風洞実験の場合）

図 32 二本の幹線道路からの距離による濃度の減衰
（実測の場合）



（EC）と炭酸塩炭素（CC）からなるが，一般大気環境

では CC濃度は非常に小さい。したがって，通常は EC

と OCが分析される。SPM全体における ECと OCの

合計，すなわち総炭素（TC）の割合は，都市域では重

量濃度ベースで３割程度を占め，また，幹線道路の沿道

など，汚染が著しい場所では５割程度にも達する。これ

らの由来は，ディーゼル車などから直接排出される一次

生成粒子，およびガス状物質から大気中における反応に

より生成する二次生成粒子がある。このため，大気中に

おける粒子状物質の挙動を解明する上で，ECや OCを

分析することは非常に重要である。

EC と OC の分析法として一般に多く用いられるの

は，揮発温度の差を利用して両者を分離し，CO 2や

CH4に変換して適切な検出器で定量する方法である。

このような熱分離法では，分離温度，加熱雰囲気，加熱

時間，昇温速度などが分析条件としてあげられるが，研

究者や分析機関によって様々な条件が用いられている。

このため，TCに占める OCおよび ECの割合は，試料

の性状にもよるが分析条件によってかなり異なることが

報告されている 23）。この原因の一つとして，OCが熱分

解して炭化し，それを ECとして測定してしまう度合が

条件によって異なることが考えられる。このため，異な

る条件で分析された値を対等に比較ができないことが問

題となっている。しかし最近，ろ紙の反射光・透過光を

測定することによって OCの熱分解補正を行う，熱・光

学炭素分析計が導入され始めている。本研究では，DRI

Model 2001 Carbon Analyzer（以下，DRIアナライザ

ー）を用いて，熱分解補正法の妥当性や，分析条件によ

る違いについて検討を行った。

（２）熱分解補正法の検討

分析条件は IMPROVE方式（OC1： 120℃，OC2：

250℃，OC3： 450℃，OC4： 550℃（以上，He雰囲

気），EC1 ： 550 ℃，EC2 ： 700 ℃，EC3 ： 800 ℃

（以上，２％ O2 / 98％ He雰囲気））を基本とし，さら

に本研究では EC4： 900℃（2％ O2 / 98％He雰囲気）

を追加した。

試料は，東京・大阪（一般都市環境），川崎（幹線道

路交差点），つくば（郊外）において，ハイボリューム

サンプラーによって石英繊維ろ紙に 24時間採取したも

のを用いた。捕集した粒子の粒径範囲は，東京・大阪・

川崎では SPM（10μm以下の粒子），つくばでは TSP

（10μm以上も含めた全粒径範囲）である。

DRIアナライザーの熱分解補正の原理は，熱分解に

よって反射光・透過光強度が低下したのち，再び分析開

始時の値（初期値）に戻るまでに検出された炭素を OC

とするものである。ただし，試料から揮発した炭素が

FIDに到達するまでにタイムラグがある（本研究で用

いた装置では 17秒）ことから，反射光・透過光強度が

それぞれ初期値に戻ったあと，このタイムラグを考慮し

て OCと ECの分離点としている。

分析値は，以下の式のようにして整理した。

COC = COC1 + COC2 + COC3 + COC4 + CPy

CEC = CEC1 + CEC2 + CEC3 + CEC4 - CPy

ここで，CPyは熱分解した分として補正する値である。

図 33に，OCと ECの測定例を示す。各地点のサン

プルは，それぞれ東京： T，大阪： O，川崎： K，つく

ば： Tkに番号を付けて表す。光学補正しない場合に比

べて，補正した場合は OCの割合が大きくなるが，透過

光で補正した場合の方が，反射光で補正した場合に比べ

て補正量が大きくなった。これは，反射光よりも透過光

の方が初期値に戻るのが遅いためである。

K7のように川崎では単位面積当たりの炭素量が非常

に多く，透過光の初期値が非常に小さかった（透過率で

１％以下）ため，熱分解による透過光の低下を検出する

ことは困難であり，適切な補正はできないと考えられ

た。

一方，反射光の場合は十分な光強度が検出されたが，

熱分解による反射光の低下はわずかであるのに，補正量

が大きくなった。図 34に示す，CEC1と反射光による補

正量（CLRPy）の関係から，K6, K7のように CEC1が非常

に大きいときに，補正量が大きくなる場合があることが

分かった。しかし，K2, K3など CEC1が同程度に大きく
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図 33 TCに対する ECおよび OCの比
U： OCの熱分解補正を行わない場合；　R,T：反射光
および透過光によって，それぞれ OCの熱分解補正を行
った場合



ても，補正量はそれほど大きくない場合もあった。

これらの試料のサーモグラムを詳細に見ると，K2や

K3は K6や K7に比べて，酸素導入直後（分析条件が

OC4から EC1へ移った直後）の反射光強度の上昇速度

が大きく，反射光が早く初期値に戻って，補正量がそれ

ほど大きくならなかったことが分かった。また，EC1

のピークが大きく急激に立ち上がると，試料から揮発し

た炭素が FIDに到達するまでのタイムラグの設定や，

試料・測定ごとの変動が補正量に大きく影響すると考え

られる。

一方 K5では，酸素導入直後の反射光強度の上昇速度

が K6や K7と同様に大きくなかったが，補正量は小さ

かった。これは EC1のピークの立ち上がりおよびピー

ク高さが K6，K7に比べて小さく，ピークの幅が広か

ったためであった。

このように，DRIアナライザーの光学式熱分解補正法

は，単位面積当たりの炭素量が非常に多い場合（ECで

50μg/cm2程度以上）は透過光による補正は困難であり，

反射光による補正も EC1のピークの面積・高さ・立ち

上がり方，タイムラグの設定，酸素導入直後の光強度の

上昇速度が影響するため，過大になる可能性がある。し

たがって，DRIアナライザーの原理によって適切に補正

するには，試料の捕集量をコントロールする必要がある。

そこで，OCの熱分解量は，反射光強度の低下量から

見積ることができると考え，反射光強度（いわゆる黒化

度）と炭素量の関係を求め，これを検量線として補正す

ることを試みた。図 35に，４地点の試料の分析結果か

ら求めた反射率と炭素量の関係を示す。縦軸に LRfinalと

LRminの差（ただし LRfinalで割ることにより，試料間の

LRfinalのばらつきを補正）をとり，横軸に LRminから

LRfinalまで変化する間に検出された炭素量 Cf-mをとっ

た。両者の関係を対数関数で近似して関係式を作り，

LRinitialと LRfinalの差に対して検出されるべき炭素量 Cf-i

がこの関係式に従うものとして，Cf-iと Cf-mの差を熱分

解した炭素量として求めた。

図 36に，対象とした全サンプルの TCに対する OC

の比を，熱分解補正を行わない場合，反射光・透過光に

よる通常の補正を行った場合，および図 35に基づいて補

正を行った場合についてそれぞれ示す。K6, K7について

は補正量が大幅に小さくなった。また，東京や大阪では，

通常の反射光による補正と透過光による補正の間，もし

くは透過光による補正と同程度となり，妥当な補正が可
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図 35 反射率に基づいて OCの熱分解補正を行うための検
量線
LRinitial：分析開始時の反射光強度，LRmin：反射光強度の
最小値（OC の熱分解が最も進んだ時の反射光強度），
LRfinal：分析終了時の反射光強度（ろ紙上の炭素量が０の
時の反射光強度）， ： LR final と LR min の差
（LRfinalで割ることにより，試料間の LRfinalのばらつきを
補正），Cf-m： LRminから LRfinalまで変化する間に検出さ
れた炭素量，Cf-i： LRinitialと LRfinalの差に対して検出され
るべき炭素量

図 36 TCに対する OCの比
U： OCの熱分解補正を行わない場合；　R,T：反射光
および透過光によって，それぞれ OCの熱分解補正を行
った場合；　R2：図 35によって補正を行った場合

図 34 EC1における炭素量(CEC1)と，反射光による OCの熱
分解補正量(CLRPy)の関係
一部のプロットにサンプル IDを付している。

LRfinal－ LRmin

LRfinal



能であると考えられた。一方，単位面積当たりの炭素量

が少ないつくばでは，相対的に補正量が大きくなり，炭

素成分のほとんどが OCとなってしまう場合も生じた。

（３）分析条件の違いによる OC/EC割合

典型的な３つの分析条件を例にとり，分析条件による

OCと ECの割合の違いを調べた。

分析条件を表３に示した。条件１は（2）で用いた条

件と同一で，IMPROVE方式を基本として EC4を追加

したものである。条件２は，NIOSH方式をシミュレー

トすることを想定して，He 雰囲気で高温（850 ・

900℃）に上げることとした。条件３は，有酸素下にお

いて OCと ECを分離するケースを想定し，はじめから

２％ O2雰囲気で加熱し，350℃を OCと ECの分離点

とした。また，条件２，条件３，共に ECについては条

件１と全く同じとした。試料については，（2）で用いた

ものと同じである。

図 37 に各地点における OC と EC の割合の測定例

を，OCの熱分解補正を行わない場合，反射光および透

過光によって補正した場合に分けて示す。なお，各試料

の TCは，いずれの方式でも５％以内で一致していた。

補正を行わない場合，OC の割合は，条件３ < 条件１

<<条件２となった。条件２では，850・ 900℃で検出

された分が OC全体の３～５割あった。一方，反射光お

よび透過光で補正した場合，条件１と条件３は補正によ

って OCの割合は上がったが，条件２は酸素導入前に反

射光および透過光が初期値に戻ってしまったため，アナ

ライザーの結果出力では補正値が出てこなかった。そこ

で，DRIカーボンアナライザーの補正原理に基づいて，

反射光が初期値に戻ったところを OCと ECの分離点と

して補正した結果，逆に ECの割合が上がった。これに

より，反射光補正については，K7を除いて３つの条件

における OCの差は小さくなった。透過光補正について

は，反射光補正に比べて３つの条件における OCの割合

にばらつきがあった。なお，K7については，（2）で述

べたように透過光による補正はできなかった。

（４）熱分解補正に対する試料形態の影響

東京とつくばにおいて，それぞれアンダーセンサンプ

ラー（AN）と，捕集粒径範囲を PM2.5, SPM, PM10, TSP

としたローボリュームサンプラー（LV）によって同時

に採取した試料を用いて，試料形態の違い（慣性衝突に
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図 37 各地点における TCに対する OCおよび ECの比

表３　炭素成分の分析条件



よるスポット状の試料およびろ過による一様な試料）に

よる熱分解補正への影響を調べた。図 38 に，アン

ダーセンサンプラーの 2.1μm以下を合計した値（AN_

< 2.1 μm）とローボリュームサンプラーの PM 2.5

（LV_PM2.5）について，TCに占める OCおよび ECの

割合を比較したものを示す。熱分解補正を行わない場合

（図中 U），OC/TCはそれほど異ならないが，反射およ

び透過による補正を行った場合（図中 Rおよび T）は，

AN_< 2.1μmの方が LV_PM2.5よりもかなり大きくなっ

ていた。この傾向は他の粒径範囲でも同様であり，また，

試料採取地点でも差はなかった。

アンダーセンサンプラーによって採取された試料の場

合，レーザー光が照射される領域には，捕集された粒子

の大部分が存在していると考えられる黒い部分と，そう

でない白い部分が混在しており，かつ後者の面積の方が

大きい。このため，加熱に伴う白い部分の色の変化が反

射光・透過光強度に大きく寄与し，ろ過により一様に捕

集された試料に比べて補正量が大きくなったと考えられ

る。したがって，アンダーセンサンプラーなど，慣性衝

突の原理を用いたサンプラーにより採取されたスポット

状の試料については，光による熱分解補正は適切に行え

ないと考えられる。ただし，補正しない場合の EC濃度

が LVに比べて ANの方が２割程度高くなっていたた

め，この点について，ガス状 OCの吸着や粒子状 OCの

揮散，サンプラーの捕集効率などを考慮して検討する必

要がある。

2.2.2 PM2.5 自動計測器の並行評価試験結果

（１）はじめに

米国では PM2.5の新たな環境基準を規定しそれを満た

した装置に認証を与えている。現在のところ，米国で認

証されている FRM（Federal Reference Method）とし

て，テフロンろ紙装着タイプのインパクター分粒器付ろ

過捕集装置（L.V.法，流量 16.7L/min.）がある。自動計

測器は，FRMとの明確な相関関係が認められることが

前提となっており，TEOM（Tapered element oscillat-

ing method）やベータ線式濃度計，光散乱濃度計など

がその候補に挙げられる。TEOMは米国で使用実績が

あるが，半揮発性化合物などが揮散し粒子濃度が低く評

価される可能性が指摘されており，PM2.5の自動計測方

法は確立されているとは言い難い。今回は，均一なエア

ロゾル濃度を含む大気を供給できる集合配管式の並行試

験システムを作成し，FRM，TEOM，各種ベータ線式

濃度計の比較評価を行った。

（２）実験条件

１）集合配管式並行評価試験システム

野外大気を導入する吸引ブロアー，導入主管（内径

800 mm）および各試験機への分岐管（内径 14 mm）の

配列概略と並行評価試験を行うときの機器配置概略を

図 39に示す。外気は，常時作動能力 1.2 m3/min.を有す

吸引ブロアーによって導入される。本来，エアロゾルの

モニタリングは，等速吸引，大気導入口に近い部分で行

うことが望ましいが，主目的が PM2.5計測装置の並行評

価試験であり，配管内の微小粒子群の均一性確保という

観点から，このようなシステム構成とした。配管内の粒

子の均一性，分岐管での吸着による粒子損失が無視でき

ることは確認してある。ブランク試験は，分岐管にフィ

ルター（Millipore OPTICAP W/Milligard media 0.2μ

m NDM）を装着し粒子を捕集した状態での計測で行っ

た。実験は，茨城県つくば市にある独立行政法人国立環
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図 38 アンダーセンサンプラーとローボリュームサンプラ
ーで採取した試料の TCに占める OCおよび ECの
割合の比較

図 39 集合配管並行評価試験システム



境研究所大気モニター棟にて行われた。

２）計測装置

比較評価試験に使用した計測装置の計測条件を表４に

示した。TEOMの特徴は，フィルターに捕集した PM2.5

の質量を，フィルターの振動周波数から求めることであ

る。フィルター部分は半揮発性物質の揮散を防ぐため，

通常設定の 50℃加温から 32℃へ変更し除湿装置を装着

した。ベータ線式濃度計は，フィルターに捕集した

PM2.5質量をベータ線の透過量から求めている。各機器

により，フィルターの材質，厚さ，フィルターの加温方

法，ベータ線透過量の検出・演算方法，ゼロ点補正方法

が異なるが，詳細は明らかにされていない。

（３）結果とまとめ

１）平成 14年６月 18日から７月 25日にかけて行わ

れた並行試験での，各測定器の測定値の経時変化を

図40に示した。どの計測器の計測でも濃度のピークは同

じ日時に現れているが，ピーク時の濃度，ピーク形状，ベ

ースラインの変動の幅などは，測定器によって異なった。

冬期（平成 14年１～３月）と夏期（平成 14年６～７

月）に行われた並行試験での，FRMとの相関をそれぞ

れ図 41，42に示した。FRMの値は 24時間の計測値で

あり，TEOM，ベータ線式（A～ D）の値は１時間ご

との計測値の FRMを計測した期間（24時間）の平均

値で示してある。

冬期の並行評価試験では，どの計測器も FRMで得ら

れた値と明確な相関を示した。しかし夏期の計測では，

どの計測器も FRMより高い値を示し，ベータ線式濃度

計の中には３倍以上の値を示した機種もあった。ベータ

線式計測器の計測値のばらつきは，外気の湿度が高いと

きに高い傾向を示したことから，計測器に対する大気湿

度の影響が無視できない問題であること，計測器には湿

度対策を施す必要があることが示唆された。

２）夏期のブランク試験で，TEOMは周期的な異常

変動を示した。この変動は空調機による電気的もしくは

機械的な影響によって生じると推測され，外気の相対湿

度が高いときに大きく変動することが分かった。また，

TEOMの計測値を求める演算方法では，瞬間的な異常

信号が入力された場合，その影響が計測値に長い時間残

る。今回現れた異常変動は周期的に現れる瞬間的なプラ

スとマイナスの異常信号によって引き起こされたと推定

された。このことは，長期の定期モニタリングを行う際，
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表４　計測装置の計測条件

図 40 夏期並行試験での各計測器の測定値



TEOMの設置条件が計測精度に影響することを示して

いる。

３）ベータ線式濃度計はブランクテストでは，機種に

よって± 15μg/m3のばらつきが現れた。また，４種と

も外気湿度 75％以上の時に，ブランク値の標準偏差，

平均値が高くなった。ベータ線式濃度計では，機種によ

りフィルターの材質，厚さ，フィルターの加温方法，透

過量の検出方法，ゼロ点補正方法などの計測条件が異な

り，そのことによりブランク値の特性が機種によって異

なっている。各種計測器の計測条件は明らかにされてい

ないが，機種によっては，湿度対策が必要なものがあっ

た。

2.3 健康影響の評価

本プロジェクトではディーゼル排気粒子（DEP）と

PM2.5に代表される大気中微小粒子を研究対象としてい

るが，その健康影響に関する知見の蓄積の程度は異なっ

ている。都市大気の PM2.5に含まれる DEPの寄与は相

当に大きいと考えられるが，これまで両者の健康影響評

価は異なる枠組みで行われてきた。DEPの健康影響に

ついては循環器系や免疫系に対する影響等いまだに未解

明な部分は残っており，影響メカニズムの解明をさらに

進める必要があると考えられる。しかしながら，リスク

評価・管理のプロセスで言えば有害性の同定や用量－反

応評価はほぼ完了し，リスク管理へと課題の中心が移っ

ている。一方，PM2.5については有害性の同定や用量－
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図 41 夏期並行試験での FRMと各測定器の測定値比較（24時間）
左図： TEOM（■）、A器（◆）、B器（●）
右図： D器（▲）、E器（●）

図 42 冬期並行試験での FRMと各測定器の測定値比較（24時間）
左図： TEOM（■）A器（◆）B器（●）
右図： D器（▲）E器（●）



反応評価の段階にあり，健康影響に関する知見をさらに

充実させる必要がある。

大気汚染の健康影響を評価するものとして呼吸器に対

する影響以外にもこれまでいろいろな指標が用いられて

きた。死亡もそのひとつである。1952年に起こった有

名なロンドン・スモッグ事件による死者は 4,000人にも

上り，高齢で呼吸器系や循環器系の疾患を持っていた人

の死亡が多かったと報告されている。一方で，近年の先

進国における通常の大気汚染レベルでは死亡を引き起こ

すことはないという考えが一般的であったといえる。し

かし，米国での研究やその後のヨーロッパをはじめいく

つかの国の大都市での研究によって，毎日の死亡数と大

気汚染濃度，特に粒子状物質濃度との間に統計的な相関

がみられることが報告されるようになった。米国での

PM2.5での環境基準の設定の根拠となった疫学研究の中

で最も重要な知見のひとつはこのような日死亡に関する

研究である。PM2.5の健康影響については，第一に世界

各国の都市でみられる日死亡率（すなわち急性死亡健康

影響に関する）との統計的な相関が真に因果関係を反映

したものか否か，PM2.5のどの成分・粒径がより死亡に

関与しているか，そのメカニズムは何か，どのような人

が高感受性であるかということが課題となっている。我

が国では統計的関連性の有無に関する研究自体が不十分

であるため，まずその点から解析を進める必要がある。

微小粒子状物質が死亡率を上げる可能性についての実験

的な検証や死亡率をあげる機構についての科学的知見は

十分でないのが現状である。微小粒子状物質に対する高

感受性群として呼吸器や循環器に疾患を持った人々や老

人などが挙げられており，高感受性であることの科学的

根拠や量－反応関係を検討することが重要となってい

る。そこで，毒性学的評価では呼吸器系・循環器系に対

する影響について病態モデル動物を用いた実験などを行

った。

2.3.1 実験研究による毒性評価

（１）研究の目的

PM2.5・ DEP の毒性・影響評価に関する研究では，

微小粒子状物質が呼吸-循環機能に及ぼす影響について，

以下の 3課題を中心に検討を行った。

１）正常および病態モデル動物を用いた微小粒子状物

質曝露が循環機能に及ぼす影響

循環器に疾患を持った人々が微小粒子状物質の曝露に

対して高感受性であるという疫学的報告に科学的根拠を

与えることを目的とし，正常および循環系の病態モデル

動物を用いディーゼル排気，ディーゼル粒子などを曝露

し，心電図などの心機能への影響を生理学的観点から加

齢や病態による影響を検討する。また，影響機構解明の

ため，微小粒子状物質の肺や血管に及ぼす影響を遺伝子

およびタンパクの発現など分子レベルで解析する。

２）微小粒子状物質曝露が呼吸器の感染による傷害や

機能に及ぼす影響

微小粒子状物質の曝露に対して疫学的に高感受性であ

る老人や慢性閉塞性肺疾患患者は呼吸器感染の影響を受

けやすく，感染による肺炎等のため死亡する場合もある。

また，気管支炎や肺炎の患者も微小粒子物質に対し高感

受性であることが報告されている。微小粒子状物質の曝

露が感染による肺炎等の影響を重篤化する可能性がある

か検討するとともに，その機構について明らかにする。

ディーゼル排気，ディーゼル排気粒子などを曝露し，

細菌毒素や感染などによる肺での炎症に及ぼす影響につ

いて検討する。また，その機構を明らかにするため，微

小粒子状物質が細菌毒素等に対する反応に影響を与える

因子について，遺伝子発現やタンパクレベルでの解析を

行う。また，喘息様病態などアレルギー関連病態に及ぼ

す影響と機構の解析と閾値の算定に関しても検討を加え

る。

３）微小粒子状物質の毒性スクリーニング手法の開発

および毒性物質の解析

車の運転条件，各粒径および種々の地域における粒子

状物質の毒性がどのように変動するかについて，一次的

なスクリーニング手法の開発および毒性を持つ物質の

解析が求められている。そこで，細胞や器官を用いた

in vitroでの微小粒子状物質の毒性と in vitroでの毒性と

の相関が高い指標を検討し毒性スクリーニング手法とし

て開発する。また，微小粒子状物質中の循環機能への毒

性に関わる物質の解析を行う。

（２）研究成果

１）正常および病態モデル動物を用いた微小粒子状物

質曝露が循環機能に及ぼす影響

ディーゼル排気曝露の心機能への影響があるかどうか

について，３，６，12ヵ月間曝露したラットの心電図

を測定し，異常心電図の出現率や心電図波形を指標に検

討した。標準肢誘導 I，II，IIIの心電図を有線法によっ
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て誘導し，波形解析，心拍解析（RR間隔から心拍の変

動解析）を行った。実験では，従来の生体増幅器と心電

図計を組み合わせた記録系（NEC－ SAN－ EI，180

システムと自己作成解析ソフト）と，第一製薬のフラク

レットを使用した。この両者の装置はそれぞれに特徴を

持っているので，基本データを比較することにより，よ

り確実なデータを得ることができる。

ディーゼル排気を３ヵ月間曝露したラットは，清浄空

気曝露よりも高い異常心電図の発現を示したが，６ヵ月

曝露ではその発現が減少したことから，初期の異常心電

図の発現は自律神経系のバランスの変化による一時的な

心臓機能の異常が現れたものと解釈された。しかし，12

ヵ月以上の曝露による異常心電図は持続的であったの

で，心臓の形態的，機能的な変化が起こっていることが

示唆された。いずれにしてもディーゼル排気曝露は異常

心電図の発現動物を加齢と共に増加させることが見いだ

された（図 43）。

また，肺に炎症をおこし呼吸機能が低下することから

生ずる血中酸素分圧の低下は心機能に重大な影響を及ぼ

す可能性が考えられることから，換気能検査やガス交換

機能の変化を測定し，ディーゼル排気曝露によりいずれ

も低下することが確認され，前述の異常心電図の発現に

深く関係する所見と考えられた。さらに，肺に炎症が起

き血管がつまりやすい状態が生ずると肺動脈高血圧が生

じ不整脈の要因となる可能性についても検討するため

に，心臓のマクロ形態学的・組織学的検討により右室壁

の厚さが有意に増加していることが見いだされた。この

ことから，肺性の高血圧により右室の負荷が増加し，右

室壁の厚さが増加した可能性が示唆された（図 44）。

また，PM2.5と DEPの影響を無麻酔，無拘束下で呼
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図 43 ディーゼル排気曝露による異常心電図の発現動物数

図 44 心室壁の厚さの変化



吸パターンならびに肺抵抗と心拍変動 Heart rate vari-

ability（HRV）について，PM2.5と DEP抽出物の呼吸

循環系への急性影響を検討した。肺抵抗の増加が見いだ

された。また，R-R間隔の延長，HF成分の増加を示し

副交感神経支配を強める傾向が見いだされた（図 45）。

これらのことから，ディーゼル排気曝露は異常心電図

の出現を増加させること，肺動脈高血圧を惹起する可能

性があることが示唆され，加齢はその要因を強めること

が示唆された。また，定性的であるがディーゼル粒子は

血圧を低下させること，副交感神経支配を強める傾向に

あることなどが見いだされた。

２）微小粒子状物質曝露が呼吸器の感染による傷害お

よび機能に及ぼす影響

疫学調査によれば，PM2.5と呼吸器疾患による死亡率，

有症率や重症化率は正の相関を示す。気管支喘息，肺炎，

気管支炎，慢性閉塞性肺疾患等の既往者や，高齢者，免

疫不全者などにおいて，PM2.5の影響は特に強く観察さ

れる。これらの高感受性群の人々は感染症を被りやすい

と言う特徴を持ち，感染を契機に重症化することがしば

しば経験されるが，その病態増悪のメカニズムは明らか

にされていない。易感染者の急性増悪にはグラム陰性桿

菌がしばしば関与する。そこで，グラム陰性桿菌由来の

細菌毒素による炎症性肺傷害に DEPが与える影響を検

討した。細菌毒素による肺傷害は DEPにより顕著の増

悪することが認められ，感染等による肺炎症状の増悪を

起こす可能性が示唆された。この急性の肺傷害は好中球

という白血球による炎症と肺水腫を主体とし，DEP

と細菌毒素の併用投与は著名な肺胞出血をも惹起した

（図 46）。この増悪効果は，炎症性サイトカインやケモカ

インや ICAM-1等の細胞接着分子という炎症を引き起こ

すタンパク質の発現の増強とよく相関していた（図 46）。

また，DEPを芳香族炭化水素など多くの化学物質を含

有する脂溶性の成分とその残渣である粒子成分に分画

し，おのおのについて細菌毒素による急性肺傷害を増悪
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図 45 PM2.5および DEPが SHRラットの心電図高周波成分（副交感神経支配）に及ぼす影響

図 46 曝露による肺炎の増悪，ケモカインタンパク量変化



するか否かについて検討した。その結果，抽出物そのも

のよりも抽出物を除いた粒子残渣成分に，感染時におき

る炎症を増悪させる作用が強く存在することを見いだし

た。これらの結果は易感染性を有する肺気腫等の患者が

粒子状物質に対して高感受性である可能性を示唆するも

のである。

呼吸機能に及ぼす影響としてはディーゼル排気曝露は

ガス交換機能の低下を惹起すること，定性的ではあるが

DEPは副交感神経を緊張させ肺抵抗の増加や血圧の低

下を起こすことが見いだされた。ガス交換機能の低下や

肺抵抗の増加や血圧の低下は血中酸素濃度の低下を引き

起こし全身的な循環不全などの要因になる可能性が示唆

された。

また，これまでの特別研究の結果からアレルギー関連

疾患であるアレルギー性喘息様病態や花粉症様病態を増

悪することは知られていたが，その機構について検討し

た結果，アレルギー反応にいたる過程の初期における抗

原提示に重要な役割を果たす細胞表面分子の Iaや B7.1,

B7.2の発現が DEPにより増加することが見いだされた

（図 47）。このことから，DEPによるアレルギー反応の

増悪に抗原提示機能の増加が寄与している可能性が示唆

された（図 48）。また，ディーゼル排気曝露において

CD4陽性Ｔリンパ球やサイトカインの役割について検

討し，ディーゼル排気曝露は Th2（ヘルパー２ Tリン

パ球）の方向にバランスを傾けることが明らかにされて

いた。そこで，ディーゼル排気曝露によるアレルギー性

炎症誘導における上気道リンパ節の役割と CD8陽性 T

リンパ球の働きについてについても明らかにすることを

目的として，特異抗体を用いて CD8陽性Ｔリンパ球を

除去し影響を検討した。血漿中の抗原特異的な IgG1産

生において抗原と抗 CD8抗体処理した群で DE曝露お

よびガス曝露群で有意な増加が認められた。また，リン

パ節における B細胞，単球の増加が抗 CD8抗体処理し

たガス曝露群でみられた。このことは CD8陽性Ｔリン

パ球が DE曝露の影響を抑制する方向で関与しているこ

とを示唆している。

以上をまとめると，細菌毒素による肺障害は DEPに

より顕著に増悪すること，抽出物を除いた粒子成分に感

染時におきる炎症を増悪させる作用が主として存在する

ことが見いだされ，感染等による肺炎症状の増悪を起こ

す可能性が示唆された。また，ディーゼル排気曝露がア

レルギー反応を増悪する機構として抗原提示機能の亢進

の可能性が示唆された。また，リンパ節の CD8陽性Ｔ

リンパ球が DE曝露の影響を抑制している可能性も示唆

された。
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図 47 DEP曝露による抗原提示に関わる細胞表面分子の発
現の変化

図 48 DEPによるアレルギー反応増悪の機構



３）微小粒子状物質の毒性スクリーニング手法の開発

および毒性物質の解析

DEP等の粒子状物質による生体影響の機構を解明す

るため，遺伝子レベルでの変化を包括的に検討すること

を目的とし，in vitroにおける DEP抽出物の曝露が肺胞

マクロファージの遺伝子の発現に及ぼす影響について

cDNAマイクロアレイを用いて解析した。DEP抽出物

の曝露は，抗酸化系酵素であるヘムオキシゲナーゼ

（HO）やチオレドキシンパーオキシダーゼ（TDPX-2），

グルタチオン S トランスフェラーゼ P-サブユニット

（GST-P），NAD(P)H デヒドロゲナーゼ（NAD(P)H

dehydrogenase），および DNAの修復や複製に関係す

る PCNA遺伝子の発現を増加させることが見いだされ

た。またこれらの遺伝子の発現の DEP抽出物に対する

濃度依存性も確認した（図 49）。これらの結果は，DEP

による酸化ストレスに対し，防御機構が作動することを

示唆している。肺胞上皮細胞を用いた検討においても，

DEP抽出物の曝露により抗酸化系酵素，薬物代謝酵素，

細胞増殖に関わる因子，細胞外マトリックスの調節因子

などの発現が変化することが見いだされている。

DEP抽出物は，培養血管内皮細胞に対しても酸化ス

トレスに対する防御機構である HO-1，TDPX-2，GST-

P，NADPHdehydrogenaseなどの抗酸化酵素の遺伝子

発現を濃度依存的に増加させることも明らかになった

（図 50）。さらに，分泌タンパク質の高次構造の品質管

理をするヒートショックプロテインである HSP72の遺

伝子発現も亢進していることが見いだされた。これら酵

素の DEP抽出物による遺伝子発現亢進は，抗酸化剤で

ある N アセチルシステインの添加により抑制される。

この結果は，DEPに含まれる有機化合物成分により誘

導された酸化ストレスに対して防御機構が動員されるこ

とを示唆している。モデル血管組織での検討により，

DEP抽出物は血管内皮細胞の機能に影響を及ぼすこと

が示唆された。血管内皮細胞間接着分子の再構築を促進

し細胞間のジャンクションを緩めて血管透過性を亢進す

る作用や（図 51），白血球や単球の遊走因子である

MCP-1を平滑筋細胞から分泌亢進させる作用は，DEP

に含まれる有機化合物成分が血管周囲の浮腫や炎症を促

進させて肺高血圧を誘導させ得ることを示唆している。

一方，心筋や血管の収縮を抑制する作用（弛緩作用）

は血中酸素分圧の低下に結びつく可能性を有している。

また，DEPのなかにこれらの作用を持つ物質があるこ

とを見いだしてきたが，心筋および血管を用い，収縮お

よび弛緩作用を指標に活性物質を含む画分を選択するこ
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図 49 DEP抽出物の曝露によるmRNAの発現の変化
棒グラフは，HO-1 (a), TDPX-2 (b), GST-P (c), NAD(P)H dehydrogenase (d), PCNA (e)のβ-actinに対する相対的な
遺伝子の発現強度を示している。



とを繰り返し，DEPに付着している化学物質中で比較

的強い弛緩作用を有するものの化学構造をはじめて同定

した。いずれもニトロフェノール類であることが明らか

になった（図 52）。

これらのことから，DEPは肺内の種々の細胞に酸化

ストレスを与え，それに対する防御機構が作動するよう

な遺伝子が発現することが明らかになった。その中で最

も鋭敏な変化は抗酸化系酵素であるHO-1遺伝子の増加

であったことから，これを指標に粒子の持つ酸化的スト

レスの程度を評価できる可能性が示唆された。また，

DEP中にはニトロフェノール類など血管を弛緩させる

作用を持つ物質があり循環機能に影響を持つ可能性が示

唆された。

（３）まとめ

ディーゼル排気の循環機能に及ぼす影響については，
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図 50 酸化ストレス応答タンパクの誘導

図 51 粒子状物質抽出物の血管透過性の亢進作用

図 52 DEP中から分離，構造が決定された血管を弛緩させる化学物質
A；血管弛緩作用を示すニトロフェノール類，
B； 3-methyl-4-nitrophenolによる典型的な血管弛緩を示す。



ディーゼル排気曝露は異常心電図の出現を増加させるこ

と，肺動脈高血圧を惹起する可能性があることが示唆さ

れた。また，定性的であるがディーゼル粒子は血圧を低

下させること，副交感神経支配を強める傾向にあること

などが見いだされた。

ディーゼル排気が呼吸器の細菌感染による傷害に及ぼ

す影響については，細菌毒素による傷害が DEPにより

顕著に増悪し，抽出物を除いた粒子残渣成分に傷害を増

悪させる作用が主として存在することが見いだされた。

DEPが感染等による肺炎症状の増悪を起こす可能性が

示唆された。一方，ディーゼル排気曝露がアレルギー反

応を増悪する機構として抗原提示機能の亢進の可能性が

示唆された。

微小粒子状物質の毒性スクリーニング手法の開発およ

び毒性物質の解析については，DEPは肺内の種々の細

胞に酸化ストレスを与え，それに対して防御機構が作動

するよう遺伝子が発現することが明らかになった。さら

に抗酸化系酵素であるHO-1の発現を指標に粒子の持つ

酸化的ストレスの程度を評価できる可能性も示唆され

た。また，DEP中にはニトロフェノール類など血管を

弛緩させる作用を持つ物質があり循環機能に影響を持つ

可能性が示唆された。

（４）今後の課題

１）ディーゼル排気の循環機能に及ぼす影響

生活習慣病，心筋炎などの病態モデル動物を使い，デ

ィーゼル排気が循環機能に及ぼす影響と機構について検

討する。ディーゼル排気曝露の影響とガス状成分のみの

曝露の影響を比較し粒子状成分の影響を推定する。曝露

濃度－影響関係を検討し閾値を推定する。

２）ディーゼル排気の呼吸器の感染による傷害や機能

に及ぼす影響

易感染者の急性増悪にかかわる因子について，ディー

ゼル排気曝露が及ぼす影響とメカニズムについて検討す

る。アレルギー関連疾患の増悪機構や成分の解析を行う。

曝露濃度－影響関係を検討し閾値を推定する。

３）毒性スクリーニング手法の開発および毒性物質の

解析

運転条件等を変えた場合の粒子状物質や粒径別粒子状

物質の毒性スクリーニングを行う。摘出心筋や心臓を用

い DEPおよび成分の毒性のスクリーニング手法および

毒性物質の解析を行う。

2.4 曝露量に基づく対策評価モデル

本研究では，PM2.5・ DEPをはじめとする都市大気

汚染の低減のための交通・物流システムに係る対策の効

果を評価する手法を開発する。従来，対策効果の評価は，

地域全体の排出量や特定の地点の濃度，環境基準の達成

率などを指標として行われる場合が多かった。しかし，

健康影響の防止という大気汚染対策の原点に戻れば，地

域に居住する人口集団全体の大気汚染への曝露量を指標

とすることが適切である。このため，自動車交通量から

大気汚染物質の排出量の推計を介して濃度分布を推計

し，さらに人の行動を加味した曝露評価モデルを用いる

ことによって，対策による交通量や排出係数の変化が曝

露量に与える影響を推計するシステムの開発を目指して

いる。ここでは，システムの要素となるサブモデル群に

ついて述べるとともに，自動車の実際の走行実態・汚染

物質排出実態を把握し，排出量推計の精度を上げるため

の車載計測技術（本プロジェクトと関連する競争的資金

によって実施したもの）など，関連研究の成果について

も報告する。

2.4.1 DEP 排出量の地域分布推計と交通システム対策

評価モデル

（１）背景と目的

交通部門は，PM2.5･DEP発生源の中でも主要な人為

発生源の一つである。自動車単体の排気ガス規制を行っ

てきたが，SPMの環境基準が達成されていない。沿道

に限らず大都市全体の大気汚染濃度が高いことも，その

一因となっている。本節では，PM2.5･DEPに関する対

策評価モデルを構築することを目的とする。既に開発済

みの道路交通公害対策による環境改善効果の予測システ

ムの考え方をベースとして，特にディーゼル貨物自動車

からの排出量削減に関する対策シナリオを評価するため

に，詳細な車種別排出量推計，曝露モデルの入力データ

ともなる地域分布推計，道路新設やボトルネック解消の

評価に必要な交通流モデル開発を行っている。

（２）交通システム対策評価モデルの概要

現在開発中の交通システム対策評価モデルに対策例を

書き込んだものを図 53に示す。森口ら 24）による広域交

通公害シミュレーションシステム（RTPSS: Regional

Traffic Pollution Simulation System）を基にして作成

した。
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交通公害対策においては，環境中の大気汚染濃度を環

境基準値以下に抑制するために，排出量の削減，特に走

行距離あたりの排出量を削減するための単体規制が主に

行われてきた。しかし，環境基準達成状況が芳しくない

ことから，交通量そのものの削減や曝露側での影響低減

等の対策も重要となっている９）。本モデルは，交通シス

テム対策を通じて排出量の削減に資する対策を評価対象

とする。排出量の推計結果は，環境大気濃度予測モデル

を介して，曝露モデルの地域別屋外濃度として利用され

る。曝露側での影響低減策に関しては，後述する個人の

存在する時間・空間を反映した曝露モデルを踏まえて，

別途検討する必要がある。

本モデルで評価可能な対策は，その性質および評価に

必要となるサブモデルの観点から，自動車技術対策と自

動車需要・道路交通対策の二つに大きく分けられる。な

お，開発にあたって想定している対策シナリオは，表５

に示すとおりである。ＡおよびＢの項目は，次項に示す

現在までの到達点で評価可能な対策である。Ｃ～Ｅの項

目は，（5）項に示す今後の到達目標で評価可能となる対

策である。他に，中長期的な交通対策の視点からは土地

利用面での対策も有効になりうるが，本研究の PM・

DEP対策評価の枠内では，将来的な課題とした。

（３）DEP排出量の詳細推計および地域分布推計

大気汚染物質の排出量推計は，排出係数に自動車交通

量を乗じる方法で求めることができる。既に，平成 10

～ 12 年にかけて行われた特別研究「都市域における

VOCの動態解明と大気質に及ぼす影響評価に関する研
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図 53 交通システム評価マクロモデルと曝露モデルの関係

表５　交通システム対策評価システムで想定している対策シナリオ



究」２）において，車種やエンジン型式，規制年，等価慣

性重量別平均走行距離など，実際の状況をできるだけ反

映するように，諸条件を考慮した詳細な推計を行った。

ただし，沿道の大気汚染および曝露の状況を知るため

には，道路ごとの排出量を把握する必要がある。また，

都市・地域レベルでの交通システム対策評価を行うため

には，地域的な排出量を把握する必要がある。そのため，

幹線道路からの DEP 排出量と三次メッシュ単位の

DEP排出量を推計した。なお，交差点等の局所の大気

汚染状況を推計するためには，加減速を考慮した排出係

数の作成および渋滞長等を考慮した交通流モデルの開発

が必要になる。

本研究では，センサス調査地点ごとの交通量および平

均走行速度を用いて，センサス道路ごとに排出量を求め

た。具体的には，道路種別，沿道状況別の車種別昼夜率

を用いて，センサス調査地点ごとに８車種別昼夜間交通

量を求めた。平均走行速度には混雑時平均走行速度を用

いた。一方，センサス車種別排出係数式は，図 54に示

す規制車種別排出係数式を基にして，車種別，エンジン

型式別，初度登録年別保有車両数，等価慣性重量，等価

慣性重量別平均走行距離を考慮して算出した。等価慣性

重量別平均走行距離の推計にあたっては，自家用，営業

用別に普通貨物車，小型貨物車の積載率を考慮に入れ

た。

図 55に，幹線道路からの単位区間当たり排出量と三

次メッシュ当たり排出量を示す。道路別には，交通量の

多い高速道路からの排出量が多いことが分かる。ただし，

高架道路や側道など位置的に重なって見える道路の排出

量は区別して認識することができない。三次メッシュ当

たり排出量では，そのメッシュ内に含まれる道路からの
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図 54 車種別排出係数式

図 55 DEP排出量の推計結果例



排出量が分かる。東京の都心部では，幹線道路の密度が

高いため，面的に排出量が高いことが分かる。メッシュ

排出量は，都市・地域レベルの環境大気濃度推計モデル

および曝露モデルに利用することができる。

（４）車載型計測システムによる排出実態の解明

自動車排ガスによる沿道大気環境への影響は，車両単

体では低排ガス化が進められているが，環境基準の未達

成地点は多く残っている。排ガス中の大気汚染物質はエ

ンジンへの負荷に大きく依存するため，10.15モード走

行燃費と実燃費との間の大きな乖離と同様に，実走行状

況における低排ガス化があまり進んでいない可能性があ

る。また，地球温暖化，沿道局地大気汚染等の性質の異

なる環境問題に効率的に対処するためには，各問題の状

況に応じた望ましい技術改良や車種選択をすることが重

要である。

従来，自動車の燃費（CO2排出量）や排ガスに含まれ

るガス状および粒子状の各種大気汚染物質の測定は，主

にシャシーダイナモメータと定容量希釈サンプリング装

置等を用いて実験施設内で行われてきた。これらの測定

には，１）走行は 10.15モード走行や実走行モード等の

限られたパターンとなること，２）温度 25℃，道路勾

配なし等の条件設定が多く実際の走行条件を模擬してい

ないこと，３）特殊・大型・高価な施設であり多くの車

両について実走行条件を再現して計測を行うのは手間と

時間がかかること，などの問題がある。

本研究の目的は，車載型計測機器を使った既往研

究 25，26）を発展させ，１）従来のシャシーダイナモメー

タと定容量希釈サンプリング装置による実験施設内での

計測手法を補完もしくは代替する手法として，車載型計

測システムが十分な精度を持つことを検証すること，２）

自動車の使用実態に即したより的確な自動車排ガス排出

量の計測・管理手法を実用化すること，さらに，３）局

地汚染の発生機構の解明，地域の総排出量の推定，排ガ

ス削減計画の立案，運輸事業者による排ガスの自主管理，

運転者への教育・啓発等に利用できる一連の車載型計測

システムとデータ処理技術を実用化することである。

ここでは，車載型計測システムの概要，2002年冬に

実施した走行実態調査によるデータ解析，従来のシャシ

ーダイナモ試験による計測手法に比べた精度等の検討，

車両動態と排ガス排出実態について検討を行った結果を

示す。

１）車載型計測システムの概要

車載型計測システムは，既往研究 26）で使われた車載

型分析システム（以下，高精度 NOx計と呼ぶ）の他に，

GPSによる位置情報と加速度センサ等による車両挙動

の情報とを収集･記録する走行動態計測装置，高精度

NOx計に比べて若干精度は低下するが取り付けが容易

な排ガス NOx計（簡易 NOx計）が加わった３種から構

成される。これらの装置の計測項目のうち主要なものを

図 56に，計測システムを取り付けた車両の例とともに

示す。各項目を走行動態計測装置は 0.1秒ごと，高精度

および簡易 NOx計は 0.5秒ごとに計測している。

２）実態調査結果の解析

走行実態調査は，平成 14（2002）年１月中旬から３

月中旬までの約２ヵ月にわたって実施した。試験車両は，

排ガス中に含まれる NOxや PMが沿道大気に及ぼす影

響の大きなディーゼル車とし，車種ごとの違いや排ガス
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図 56 計測車両の例と各種の車載計測装置と計測項目の関係



規制年次による違いを考慮して５台を選定した（表６）。

走行実態の主要な調査地域は，東京都内とつくば市周辺

とし，走行経路は都内の幹線道路，細街路，高速道，つ

くば市周辺の幹線道路等から設定した（図 57）。調査の

時間帯は，交通量が多いと想定される平日の朝（８: 00

～ 10 : 00），昼（12 : 00～ 14 : 00），夕（16 : 00～ 18 : 00）

および夜（19 : 00～ 21 : 00）で，天候は晴れもしくは曇

りとし，交通規制のない日を選択した。

３）シャシーダイナモメータによる排ガス試験との比

較

ａ．走行条件の再現

車載型計測システムで得た車速パターン，車両位置に

ついての情報を基に走行パターンを作成し，温度湿度を

走行時の条件に近づけて，国立環境研究所所有のシャシ

ーダイナモメータと定容量希釈サンプリング装置による

自動車試験設備（以下，CVSシステムと呼ぶ。）で排ガ

ス試験を行い，車載型計測システムと CVSシステムと

による測定結果の比較を行った。

その結果，車速パターンへの追従性は良好であり，

NOx排出量の変動についても，ア）路上走行での実測

値，イ）シャシーダイナモメータ上での車載型計測シス

テムによる測定値，ウ）CVSシステムによる測定値は，

いずれもほぼ近い値を示している（図 58）。同一条件で

の計測・測定ではないことを考慮すれば，車載型計測シ

ステムの結果は，CVSシステムによる結果とよく一致
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表６　試験車両

図 57 東京都内およびつくば周辺における調査経路

図 58 実走行パターンによるシャシーダイナモ（CHDY）設備上での走行の再現および
CHDY設備付帯計測システム（CVS）と車載計測システムとの応答性の比較



しており，排出実態の調査に十分適用可能であると言え

る。

ｂ．センサの精度の検証

シャシーダイナモ実験において車載型計測システムお

よび CVSシステムによって得られた数値を図 59に示

す。両者には応答性の違いからピーク値には相違がみら

れたが，排出パターンは良く一致していた。適時適切な

校正を行うことにより，排出パターンの評価に加えて，

実使用条件下における排出係数の評価などにもこの計測

システムは使用可能なことを確認した。

ｃ．４モード分類による集計

既報 27）と同様に，走行状況をアイドル，加速，定速，

減速の４つのモードに分けてデータの集計を行い，経路

ごとの走行動態の相違を検討した。

図 60に，走行経路ごとの平均車速，４モードでの時

間比率および NOx排出比率を併せて示した。平均車速

で見ると，東京都内では，20 km/h前後であり，経路間

での走行時間帯による変動は小さい。つくばの場合，経

路２において朝夕で 10 km/hほどの差が見られたが，

他はほぼ一定であった。特に経路１ではアイドル２割，

定速２割，加速，減速各３割と４モード分類でも類似し

ていた。つくばの幹線（経路１，２）は東京（経路１，

２，３）に比べ平均車速が 10～ 20 km/h高く，高速道

路の昼や夕方と同程度の場合もみられる。

NOx排出比率では，いずれの時間帯，経路において

も加速時の寄与が大きく，全排出の半数程度を占めてい

た。次に寄与が大きいのは，東京都内であればアイドル

（２割程度），つくばの幹線や高速道路においては定速

（２割以上）であった。走行の時間比率として減速は大

きいが，環境への負荷物質の排出という視点では，減速

は寄与が小さい。

ｄ．CO2および NOxの排出状況

走行実態調査で得られた時系列データのうち，走行開

始 10分からの 14分間の車速パターン，１秒単位で見た

CO2と NOxの排出量（排出係数）を図 61に例示する。

通常は距離当たりの排出量（g/km）で表示する排出係

数であるが，ここではアイドル状態での排出も考慮する

ため時間単位で示した。前項でも述べたように，加速時

に排出量が多くなり，CO2ではアイドル時の５倍程度，

NOxでは十数倍程度排出されていることが分かった。

次に，走行開始からの距離を基準として約 10 m単位

で排出状況を求めたものを図 62に示す。この図 62か

らは，CO2，NOxともにほぼ同様の傾向が見て取れ，図

61の時系列データと併せて検討すれば，車両停止時か

ら発進加速時において排出量が多くなっていることが分

かる。この車両挙動が道路沿道交差点等における局所的

な大気汚染の一因である。

ｅ．排出係数のちらばり

自動車排ガス排出量の推計や交通流モデルの作成等に

おいて，排出係数は車速のみの関数として表現される。

登坂や降坂等の走行時の道路状況による排出係数への

影響を CO2および NOx排出係数について求めたものを

図 63に示す。ここで示したデータは，つくばにおける

経路１から３の朝および筑波山ルートである。山登りに
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図 59 車載計測システム（onboard）と CHDY設備付帯計
測システム（CVS）とによるガス濃度測定値の比較

図 60 東京都内，高速道路，つくばにおける走行の４モー
ド（アイドリング，加速，定速，減速）による分類



比べれば比較的平坦路と見なせる一般道における排出係

数が，筑波山ルートにおける登坂では 1.5倍程度，降坂

では 0.5倍程度となることが明らかとなった。

さらに，通常距離当たりで表現される排出係数の集計

の単位距離（平均化距離）を２ km，500 m，100 m，50

mと変えたときの排出係数のちらばりを図 64に示す。

従来の２ km単位で求められた排出係数に比べ，平均化

距離が短くなるにつれ，排出係数は大きくなりかつ同一

車速でのばらつきが拡大している。単位距離 50 mのと

きは，同じ車速であっても排出係数は数倍変動している。

自動車排ガスによる環境影響評価において，交差点近傍

等，対象とする空間スケールが小さい場合に，そのスケ

ールにあった排出係数を使わず２ km等の単位距離にお

ける平均車速のみの関数で表現すると，大きな誤差が生

じる可能性が明らかとなった。局所的な排出実態の解明

には，そのスケールに相当した排出係数の導出が必要で，

そのためのツールとして車載型計測システムは有効と言

える。

４）まとめ

自動車排ガスに関する従来の CVSシステムの補完・

代替および，自動車の使用実態に即した排ガス排出量の

計測・管理手法の実用化を目指した車載型計測システム

の概要とともに，2002年１月から３月にかけて実施し

た５台のディーゼル車を対象とした東京都内一般道，高

速道及びつくば周辺の一般道および山岳道での走行実態

調査の概要を示した。走行調査データを基に排ガス試験

を実施するとともに，データの解析を一部行った結果，

１）CVSシステムによる試験結果と車載型計測システ
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図 61 排ガス濃度の時間変化

図 62 走行開始からの距離で見たガス排出の状況

図 63 つくばにおける走行を２ kmごとに分割したデータ
から得られた排出係数

図 64 走行の分割距離の違いによる排出係数の変動



ムとはよい一致を示すこと，２）両者はピーク値には相

違があるが排出パターンはよい一致を示すこと，３）適

時適切にセンサの校正をすれば，車載型計測システムは，

実使用条件下での排出量評価・排出係数の導出にも使用

できること，４）車載型計測システムは車両の走行動態

および道路状況の把握に有効であること，５）GPS等

の車両位置情報と車載型排ガス計測結果とを組み合わせ

ることにより，広域および局所的な排ガスの排出実態の

解明等にも有効であること，等を明らかにした。

ここでは，先行して実験を行った燃費（CO2排出量），

NOx排出量に関する結果を報告したが，現在までに車

載型の PM計測機器の開発についても一定のめどがた

っており，路上走行による実測が可能になりつつある。

今後は，車載 PM計によって，走行モードと PM排出

量の関係についてのデータを蓄積し，上記（3）で述べ

た地域レベルの排出推計に活かしていくことが課題であ

る。

（５）交通流モデル

現在開発中の動的交通流モデルは工藤ら 28），Kudoh

et al. 29）のモデルを基に作成している（図 65）。このモ

デルは，時間変化に伴って変動する交通量と個々の車両

の速度変化を再現する車両移動モデルと，各経路の目的

地までの所要時間に応じて車両を配分する経路選択モデ

ルから構成され，車両移動モデル内の車両は経路選択モ

デルで求められる配分率に従いネットワーク上を移動す

る。車両移動モデルでは，対策評価の範囲に応じて以下

の２つのモデルを選択する。

・Microscopicモデル

リンク（道路）上の各車両は，S（車頭距離）-v（速

度）式により規定される車両追従理論に従い移動。同一

リンク上でも車両によって速度は異なる。局所モデル用。

ボトルネック解消による車両個体の挙動変化に伴う交通

量変化，環境改善などの評価。

・Mesoscopicモデル

リンク上の各車両は，設定した K（交通密度）-V（平

均速度）式に従い移動。同一リンク上のすべての車両の

速度は一様。広域モデル用。TDM（交通需要マネジメ

ント）施策が導入された場合の交通量変化，環境改善な

どの評価。

交通工学の分野における交通流モデルと同様，この動

的交通流モデルでも以下のような課題が存在する。

・現実の交通流の再現性の問題（Mesoscopicモデル）

本モデルでの交通量データは平日 Bゾーン ODデー

タ（交通需要の始点・終点が，各行政区域，あるいはそ

れらをさらに分割した地域ごとに与えられているデー

タ）を用いているが，それを配分した結果と実測値の交

通量データであるセンサスデータとの間の整合性が高く

ない。そもそも，ODデータとセンサスデータとの間の

整合性の問題があるが，実測データが他にない以上，セ

ンサスデータに極力あわせる必要がある。そのために，

動的交通流モデルの対象ネットワーク地域のリサイズを

はじめ，ネットワーク上に流す交通量のチューニングな

どを通じて感度分析を行う。
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図 65 動的交通流モデル



・車両の移動を規定する関数の妥当性

Microscopicモデルの S-v式，Mesoscopicモデルの

K-V式などの車両の挙動を示す式は，経験的に設定さ

れた式を用いているが，実際には道路の種別や道路沿道

の状況によって異なるものである。

・経路選択のアルゴリズム

経路選択モデルでは，車両の各リンクへの配分率は目

的地までの最短時間路を元に確率的に配分している。し

かし，実際のドライバーの意思は，道路沿道の状況（商

店街の存在の有無などの道路の「走りやすさ」など）に

よって決定されることも考えられるため，こうした要素

を経路選択のアルゴリズムに組み込む必要もある。また

最短時間路の算出にあたっては，動的計画法の１つであ

る最短路問題を解いているが，これを解くための計算負

荷が非常に高いために全体のシミュレーション時間が長

くなる。より現実の交通流を再現するためには，経路選

択のアルゴリズムの改良が必要となってこよう。

2.4.2 曝露量推計モデルの開発

（１）研究の目的

大気汚染の問題において曝露評価が必要とされる場面

としては大きく２つの場合がある。ひとつはリスク評

価・管理の枠組みにおける曝露評価であり，もうひとつ

は大気汚染とその健康影響との関連性を検討する疫学研

究における曝露評価である。前者のリスク評価・管理に

おいては，しばしば曝露レベル別の人口数（割合）を知

ることが重要となる。例えば，環境基準を超える地域に

居住する人口数はどれぐらいか，またその年齢分布はど

のようなものか，などへの回答を与える必要がある。こ

のような場合には，個々人の曝露量に関するデータが得

られれば，このような質問に答えることは容易である。

しかしながら，個々人の曝露量が得られなくとも，曝露

推計モデルを用いてある集団の曝露分布（population

exposure）を推計することや集団曝露の代表値を推定

することは可能である。これまでも曝露推計モデルはい

くつか提案されている。代表的なものは生活行動時間分

布と微小空間濃度推計モデル（microenvironment

model）を組み合わせた時間荷重モデルである。以下で

示すモデルも基本的にこの考え方に基づいている。

最も一般的な「曝露（exposure）」の定義は，人があ

る環境因子と接触することである。空気中の粒子状物質

の場合は空気という環境媒体中に存在した状態で人体と

接触する。人体と環境の境界面での環境媒体中汚染物質

濃度を「曝露濃度」と呼ぶ。ある時刻 tにおける呼吸領

域の空気中に存在する大気汚染物質の濃度を C(t)とする

と，大気汚染物質への「曝露量（E）」は以下のように

定義される。しばしば，曝露量を用量ないし体内吸収量

（Dose）の意味で用いる場合もあるが，以下では，曝露

量と曝露濃度，用量等と区別して使うことにする。

上式は曝露を規定する最も重要な要素が時間と場所で

あることを示している。通常，大気汚染物質の曝露濃度

はある時間の空間分布によって与えられる。したがって，

その空間分布のもとで時間と空間内の位置情報によって

曝露を規定することができる。この考え方は微空間濃度

と生活時間との組み合わせによる曝露推計モデルの基礎

となっているものである。また，時間平均曝露濃度を曝

露量と表現している場合もあるが，上式から両者の関係

は明らかである。

このモデルでは，対象者 j の生活行動を k 個の空間

（微空間: microenvironment）に分割し，空間 iの濃度

を Ci，その空間での生活時間 tiから曝露量を推定する。

（２）NIES-APEXモデルの構成（図 66）

このモデルはリスク評価・管理のための集団曝露を推

計するためのモデルである。これまでも同様な目的をも

ったモデルはいくつか提案されてきた。最も単純なモデ

ルは地域の環境大気濃度と当該地域の人口を掛け合わせ

ることによって集団曝露量を推計するものである。一方，

各種の調査から，人は多くの時間を屋内で生活し，大都

市圏では通勤・通学によって毎日数十キロを移動する場

合も多いことが示されている。想定する地域内での濃度

の空間分布幅が大きい場合には，屋内と屋外での曝露の

違いや常住地と就業・通学地での曝露の違いなどを無視

したモデルが曝露実態からはずれていることは明らかで

ある。一方，人々の生活行動の多様性や環境濃度の空間

分布の不均一性を考慮すれば推計モデルは非常に複雑な

ものとなるとともに，基礎となるデータベースの空間分

解能等が対応できなくなる。したがって，モデル開発の

第１段階として，環境大気濃度推計モデルの現状での精
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度，および既存の国勢調査や生活時間調査から入手可能

な生活行動データの空間・時間分解能を考慮し，市区町

村単位の長期的な平均曝露量の推計を試みた。

１）環境濃度推計モデル

地域別の屋外環境濃度として，従来は，最寄りの大気

汚染常時監視測定局の実測値がよく用いられてきた。現

段階の曝露量推計は，市区町村単位で行っていることか

ら，この方法でも第１段階のモデルの目的には適う。し

かし，本研究では，単体対策による排出削減などの各種

対策効果を曝露量に基づいて評価することを目指してい

ることから，排出量から環境濃度を予測する方法を適用

した。このためには，先に本節の（3）項で述べた DEP

排出量の地域分布推計手法を適用して求めた排出量分布

と拡散モデルとによって，地域別の DEP環境濃度分布

を求めればよい。ここでは，簡易な車種分類ごとの排出

係数に基づく PM排出量の推計値をもとに，１ kmメ

ッシュごとに濃度予測計算を行った推計結果を利用し，

これを市町村ごとに平均した値を適用した。

２）曝露量推計モデル

第１ステップ：就業環境等による生活時間類型化

人が１日（24時間）をどのように過ごしているかを

「NHK国民生活時間調査」（2000年調査）30）から，平日

の生活時間パターンの全般的な特徴を整理し，同調査の

データ利用の可能な範囲で，対象者別・行為別の平均的

な生活時間を類型化した。

まず，曝露の場所，移動量を考慮して対象者の属性を

以下の８つに類型した。

１．農林漁業者，２．自営業者，３．家庭婦人，４．

無職（幼児，高齢者含む），５．勤め人，６．小学

生，７．中学生，８．学生（高校生，大学生，各種

学校生などを含む）。

次に，生活行動の種類を次のように区分した。

１．在宅（睡眠，起床，家事，等を含む），２．通

勤・通学（交通手段によってさらに区分），３．就

業・学業（自営業，勤め人，学生等），４．外出

（食事，買い物，所用，レジャーなど）

同調査では 15分ごとの行為者率が把握できるが，こ

こでは他のデータベースとの兼ね合いから 30分ごとに

区分した。１日の生活時間は，年齢層や都道府県によっ

て地域差があり，同調査では関東や東京圏といった集計

区分もあるが，ここでは対象者別のデータが利用可能な

全国平均を用いた。

以上の前提に基づき，８つの対象者について生活時間

パターンを作成した（図 67参照）。

第 2ステップ：就業環境による曝露状態（産業別の屋

内・屋外就業比率）の設定

対象者の就業環境については，「国勢調査（平成 12年）」

の就業者の産業分類から区分し，区分ごとに屋内・屋外

での曝露状況を仮定した。国勢調査では，従業地による

就業者の産業分類（下記 14区分）について全市区町村
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図 66 NIES-APEXモデルの基本構成



別のデータが利用可能なため，それを用いることとし

た。

利用可能データの産業分類は次の 14区分である。

A農業，B林業，C漁業，D鉱業，E建設業，F製造

業，G電気・ガス・熱供給・水道業，H運輸・通信，

I卸売・小売業・飲食店，J金融・保険業，K不動産

業，Lサービス業，M公務ほか，N分類不能

生活時間調査や国勢調査のデータでは，就業環境が

「屋内」であるか「屋外」であるかは明らかでないため，

これらの A～ Nの 14区分について次のように便宜的に

区分した。主として屋外就業としたものは A農業，B

林業，C漁業，D鉱業，屋内・屋外の就業時間の半々と

したものは E建設業，G電気・ガス・熱供給・水道業，

H運輸・通信，主として屋内就業としたものは F製造

業，I卸売・小売業・飲食店，J金融・保険業，K不動

産業，Lサービス業，M公務ほか，N分類不能，であ

る。

第３ステップ：曝露量の算定

各対象者の生活時間パターンに基づいて曝露量の算定

モデルを作成した。 環境濃度推計モデルにより算出し

た常住地（J）および就業地・通学地（W）の環境濃度

（屋外濃度）を与える。次に，生活行動の種類により，

就業場所を屋内（ in），屋外（out），屋内外が半々

（even）の３つに区分する。屋内就業の場合には，建物

の種類に応じて環境濃度（屋外濃度）に対する一定の係

数（αg, g = h,i,j,k）を与える。通勤時の曝露量は徒

歩・自転車（道路上）型，自動車内型，電車内型，それ

ぞれの混合型に区分した。学業の場合はすべて屋内滞在

とした。

（３）DEP曝露推計例

国勢調査（平成 12年）のデータより，大都市圏で通

勤者が多く，通勤距離も約 20 kmと東京圏では平均的

な例として松戸市について算定した。就業・就学状況に

基づく８つの生活時間パターン別人口は表７の通りであ

る。「勤め人」のうち就業地が松戸市内は約８万人であ

る。松戸市外に通勤している人のうち東京 23区内に就

業している人は約９万人で，そのうちの約半数は千代田

区，中央区，港区が就業地であった。市外通勤者の就業

地として，今回は東京都中央区の場合のみを推計した。

また，環境濃度（屋外）に対する屋内濃度の係数（α）

は米国 EPAのモデル 31）を参考として，それぞれ一般住

宅 0.74（αh），外出先 0.75（αi），職場 0.54（αi），学

校 0.69（αk），と設定した。
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図 67 生活時間に基づく対象者の分類



24時間平均として曝露量推計結果を図 68に示した。

松戸市の DEP環境濃度は５μg/m3，経由地 10μg/m3，

東京都中央区 15μg/m3として推計した。経由地の濃度

は常住地と従業地の平均とした。従来の最も単純なモデ

ルでは全人口が 24 時間常住地での屋外曝露もしくは

「無職」の欄に相当する 24時間常住地での屋内曝露と仮

定されていた。東京都中央区への通勤者の就業地での曝

露量は常住地（松戸市）での曝露量の約２～３倍程度と

推計された。このことは松戸市と東京都中央区の DEP

環境濃度推計値の差を反映したものであり，生活行動パ

ターンおよび大都市圏中心部への通勤者の割合が大きい

ことを考えると就業地での曝露を無視することはできな

いことを示している。

（４）モデルおよび推計手法の限界と今後の課題

今回開発したモデルは通勤通学による移動や移動先で

の曝露を重視したものになっている。その結果として，

基礎となる国勢調査や生活時間調査のデータの制約か

ら，曝露量推計単位が市区町村レベルとなっている。環

境濃度推計モデルではより狭い範囲の推計が可能である

が，曝露推計には市区町村毎に平均化した値を用いてい

るため，道路沿道居住者の局所的な曝露を無視したもの

となっている。この点，過小評価になっていると考えら
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曝露量（E）＝ αg･J･in（屋内に滞在する時間量）

＋ J･out（屋外に滞在する時間量）

＋αg･J･even（屋内屋外に半分ずつ滞在する時間量）

＋αg･W･in（屋内に滞在する時間量）

＋W･out（屋外に滞在する時間量）

＋αg･W･even（屋内屋外に半分ずつ滞在する時間量）

ただし，Σ(in(･)+out(･)+even(･)) = 24

生活時間パターン別の算定式は以下の通りである。

１．農林漁業者 屋外就業 E＝αh･J･in(15.0)+J･out(7.5)+αi･J･even(1.5)

屋内就業 E＝αh･J･in(13.5)+αj･J･in(10.5)

２．自営業者 屋外就業 E＝αh･J･in(13.5)+J･out(10.5)

屋内外就業 E＝αh･J･in(13.5)+αj･J･even(10.5)

３．家庭婦人 E＝αh･J･in(20.0)+αi･J･even(4.0)

４．無職 E＝αh･J･in(24.0)

屋内就業 E＝αh･J･in(12.5)+αj･W･in(8.0)+αi･W･even(1.0)+通勤時の曝露量

５．勤め人 屋外就業 E＝αh･J･in(12.5)+αj･W･out(8.0)+αi･W･even(1.0)+通勤時の曝露量

屋内外就業 E＝αh･J･in(12.5)+αj･W･even(9.0)+通勤時の曝露量　

６．小学生 E＝αh･J･in(13.0)+αk･J･in(6.0)+J･out(1.5)+J･out(1.0)+αi･J･in(2.5)

７．中学生 E＝αh･J･in(13.0)+αk･J･in(6.0)+J･out(1.5)+J･out(1.0)+αi･J･in(2.5)

８．学生（高校生 常住地内通学 E＝αh･J･in(13.5)+αk･J･in(5.5)+J･out(1.5)+J･out(1.0)+αi･J･in(2.5)

以上） 常住地外通学 E＝αh･J･in(12.5)+αk･W･in(5.5)+W･out(1.5)+通勤時の曝露量 +αi･J･in(2.5)

表７　松戸市の生活時間パターン別人口



れる。この点を改善するためには，国勢調査や生活時間

調査から道路沿道居住者に関するデータを何らかの手法

で推計する必要がある。このことは就業・通学地での環

境濃度推計の場合も同様であり，就業・通学地が道路沿

道にあるか否かは今回のモデルでは考慮されていない。

入手可能なデータがなかったために，勤め人の場合に

は職業によって滞在場所を屋内と屋外に便宜的に割り当

てている。したがって，屋内と屋外の滞在時間の比率に

よって曝露量は過大評価，過小評価両者の可能性がある。

また，屋内・屋外の濃度の関連性については過去に実施

した特別研究による一般家庭での測定例において同様の

値となっていたことから（図 69），米国 EPAで用いら

れている係数を参照して用いた 31）。しかしながら，職場

環境での PMの屋内・屋外濃度関連性のデータはほと

んどなく，この点についても過大評価ないし過小評価の

可能性がある。職業運転手は運輸・通信業に分類される

が排気ガスの直接曝露や車道上での曝露は考慮していな

いため過小評価となっている。通勤・通学等の移動のた

めの交通機関での曝露についても米国 EPAで用いられ

ている係数をそのまま用いている。移動時間の占める割

合は１日のたかだか１割程度であり，松戸市の推計例か

ら明らかなように，曝露量全体に対する寄与はそれほど

大きくないものと予想されるが，道路近傍で局所的高濃

度の程度・頻度によってはその寄与を無視できない可能

性も考えられる。また，生活時間については時刻別の行

為率データが得られるが，環境濃度推計モデルの時間分

解能の制限から曝露の時間帯を考慮した推計は行わなか

った。さらに，先に定義したように今回のモデルは曝露

濃度，すなわち呼吸域の汚染物質濃度基本としているた

めに活動時と睡眠時の呼吸量の違いなど，吸入量に関わ

るパラメータはモデルに含まれていない。

今後はモデルの感度分析を進めながら，推計精度に大

きく影響を与える可能性があるパラメータについては，

他の研究課題と連携しながらさらに検討を加えるととも

に，確率変動を考慮したモデルの適用についても検討す

る必要がある。

2.5 まとめ

研究初年度の平成 13年度においては，国内外におけ

る研究の現状をレビューし，今後取り組むべき課題を明
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図 68 DEP曝露量推計値



らかにした。その成果として国立環境研究所研究報告

R－ 172－ 2002『大気中微小粒子状物質・ディーゼル

排気粒子に関する研究の動向と今後の課題』135 p.を出

版した。平成 14年度には，国立環境研究所特別研究報

告 SR－ 47－ 2002『空中浮遊微粒子（PM2.5）の心肺循

環器系に及ぼす障害作用機序の解明に関する実験的研

究』70 p.を出版し，ディーゼル排気の毒性評価に関す

るこれまでの研究成果をとりまとめた。本報告において

は，この２冊の研究報告でとりまとめた研究内容に関し

ては要点を示すにとどめ，主に，それ以降に得られた研

究成果を示した。

排出実態と環境動態の把握に関する研究の概要：

発生特性の把握と環境における挙動に関してフィール

ド調査を中心とする研究を重点的に実施した。発生源に

関しては，特定の走行モードによる既定の測定方法では

実態に即した把握ができないとの認識から，実際の走行

実態を重視したリアルワールドの発生量把握に焦点を当

てた。

この目的のために，シャシーダイナモ実験，車載計測，

トンネル・沿道調査などの手法を組み合わせ，主にディ

ーゼル車からの排出特性を調べた。環境動態の把握に関

しては，関東と関西地域を中心に，都市・広域における

粒子状物質の立体分布をビル観測，航空機観測により明

らかにした。今回，特に着目したのは自動車からの超微

小粒子の排出実態と排出後の挙動である。これは，現在

予定されているディーゼル車に対する規制においては

DPF等の後処理装置が採用されることにより，粒子の

排出重量は大幅に改善されることが見込まれるものの，

超微粒子の数は低減せず，むしろ増加する可能性もある

ことが懸念されているためである。

各種走行状態下での自動車からの発生実態の把握，拡

散チャンバーを用いた大気放出後の粒径成長の把握，沿

道での実態把握，航空機による広域的挙動の把握などを

行い，最新の測定・観測結果を取得した。特に航空機に

よる超微小粒子の立体分布観測は世界で初めての試みで

ある。

得られた結果の特徴的な点としては沿道においてディ

ーゼル車排気由来の 20～ 30ナノメートルにピークを持

つ粒子が存在すること，この粒子は揮発性の物質により

構成されているらしいこと，航空機観測の結果からは上

空 300～ 600 m付近の高度においても比較的小さな粒

径にピークが観測されていること，等が分かった。今後

の発生源の変化が環境中における超微小粒子の動態にど

のような変化をもたらすのかを注視していかねばならな

いが，今回の沿道や都市・広域観測により，現状の把握

がなされたが，さらに継続的な観測を実施し，変化の推

移を把握していきたい。

一方，高濃度が発生する沿道大気汚染の状況を改善す

るにはどのような対策が考えられるかを詳細に検討する

ために風洞実験を行い，特に高架道路が沿道の大気汚染
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図 69 我が国での屋内-屋外測定例（田村ら）



分布に及ぼす影響を明らかにした。

計測法の検討に関する研究の概要：

大気中浮遊粒子状物質の主要成分として炭素状物質が

あり，特に沿道では，その寄与が大きい。炭素状成分は

主に，無機炭素（EC）と有機炭素（OC）から成るが，

その構成比率を明らかにする必要がある。なぜならば，

ECは主にディーゼルからの一次排出粒子に多く含まれ

るのに対し，OCは一次粒子と共に光化学大気汚染によ

る二次粒子の寄与が大きいので，発生源の寄与評価に大

きく影響するためである。

EC/OCの分離分析に関しては，定められた方法がな

く，手法や分析条件により測定結果が異なる。本プロジ

ェクトでは，早い段階から熱分離による測定システムを

検討し，機器の性能評価を終えた後，実大気での各種濃

度レベルの分析を行い EC/OCの分離分析手法を提案し

た。すなわち，反射光強度と炭素量の関連性から試料加

熱時における OCの炭化量を補正評価する方法を開発し

た。また，環境試料の採取方法による違いについても継

続的に検討している。

これとともに，PM2.5の自動計測機器の精度を検討す

る為に並行評価試験を行い，結果を解析した。季節的な

影響として湿度影響が示唆され，我が国のような夏季の

高湿度地域でのモニタリングの課題が明らかとなった。

健康影響の評価に関する研究の概要：

PM2.5に含まれる DEPの寄与は，特に沿道地域では

大きいと考えられるので健康影響評価の実施が重要な課

題である。これまでは，健康影響の研究は，PM2.5は主

に疫学的なアプローチで，DEPに関しては毒性学的な

アプローチで行われてきており，本研究においても，疫

学的な方法と毒性学的方法を基に，健康影響の評価を行

った。

疫学研究としては，我が国における日死亡と粒子状物

質の関連性を調べるために，ある一日における，特定の

地域の死亡数，大気汚染濃度，気象データを含めたデー

タベースを構築した。このデータベースを基に死亡リス

ク比を日本の代表的な都市について求め，アメリカの解

析結果と比較評価し，単位濃度当たりの急性死亡の増加

割合に関してほぼ同等の結果を得ているが，具体的成果

は本報告には含められていない。

一方，毒性評価に関しては，主にディーゼルからの排

気の影響を調べた。微小粒子に対する高感受性群として

呼吸器や循環器に疾患を持った人々や老人が挙げられて

いるので，高感受性である事の科学的根拠や量－反応関

係を把握するために，病態モデル動物を用いた実験など，

呼吸器のみならず循環器系に対する影響について検討し

た。これとともに毒性スクリーニング手法の開発および

毒性物質の解析に関する研究を実施した（平成 13年度

までの研究成果は SR－ 47－ 2002にとりまとめ公表し

た）。

曝露量に基づく対策評価モデル等に関する研究の概

要：

従来，対策評価は地域全体の排出量や特定の地点の大

気汚染濃度等を指標にして行われてきたが，健康への悪

影響の防止という大気汚染対策の原点に立ち戻れば，地

域に居住する人口集団全体への曝露量評価が基本となる

べきである。

この視点から，本研究においては対策の急がれる

DEP問題にまず焦点をあて，自動車交通量モデルを開

発し，大気汚染物質の排出量の推計を介して大気汚染濃

度分布を推計し，さらに，人の行動を加味した曝露評価

モデルを用いることにより，対策による交通量や排出係

数の変化が当該地域に居住する人に対する曝露量に及ぼ

す影響を評価することができるシステムの構築を図って

いる。

２年間の研究では，構成要素となるサブモデルとして，

交通システム対策評価モデル，DEP 排出量の詳細推

計・地域分布予測モデル，交通流モデルを構築し精度の

向上を図った。これとともに，このモデルシステムにリ

アルワールドの排出係数を与えることができる車載型計

測システムを開発利用し，様々な走行状態でのデータを

取得した。一方，曝露量推計のために当該地域に居住す

る人に対する全生活時間帯の曝露量評価システムを独自

に開発した。

一方，二次粒子も含めた大気中粒子状物質の発生源・

環境の動態を把握し，発生源との因果関係を明らかにす

るためには，高濃度発生地域における情報のみならず，

広域的な挙動の解明が必要である。本研究プロジェクト

においては，日本全国の大気汚染モニタリングデータの

解析や大陸方面からの流入大気汚染の寄与解析を実施

し，その情報を都市域における大気汚染のベースとして

評価する試みも同時に実施している。今回の中間報告に

おいては，まず緊急に実施が必要な課題を優先的にとり

まとめた。すなわち発生源情報のリアルな把握や高濃度

発生地域における環境動態解明に焦点を絞って，研究成
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果が得られた項目を中心に記述した。アジアスケールを

視野に入れた大陸規模広域大気汚染部分の研究成果は本

報告には含めなかったが，最終報告においては考慮され

ることになる。

今後の課題，展望

排出実態と環境動態の把握に関する研究：

シャシーダイナモ実験，車載計測，トンネル・沿道調

査などの手法を組み合わせ，相互に補い合いながらさら

に研究を継続したい。これまでは主にディーゼル車から

の排出特性を調べてきたが，直噴車をはじめとするガソ

リン車についても調査を開始している。

沿道で観測された粒径分布は過渡運転に由来する可能

性が大きいが，シャシーダイナモ試験でいかにリアルな

発生状態を再現できるかが課題である。定常走行や従来

のモード走行のみならず車載計測で得られた現実的な過

渡運転の検討を行っている。排ガス希釈チャンバーに関

しては粒子の成長プロセスの把握についてのさらなる活

用を図りたい。

超微小粒子の組成が大きな関心事であり，ディーゼル

の排気由来の 20～ 30ナノメートルにピークを持つ粒子

の同定が課題である。今後さらに，沿道・都市における

微小粒子の継続的な測定を実施し，発生源の変化との関

連性を解析していく必要があると考える。

局所高濃度大気汚染に関しては地域密着的研究を深

め，風洞実験や数値モデルで得られた知見の適用可能性

をフィールド調査結果の解析等をもとに検討することが

課題である。沿道局地汚染の評価に当たっては，車載型

計測システムにより新たに得られる微細な排出分布デー

タを活用できる見込みである。

計測法の検討に関する研究：

大気中浮遊粒子状物質の計測法にかかわる部分は本プ

ロジェクトに共通の課題であり，極めて重要である。発

生源，環境，動物曝露評価等の研究において共通の測定

システムを用いることによってのみ，発生源から健康影

響までを統一的に定量的に評価することが可能となるか

らである。動物曝露実験での曝露条件を精査することを

既に実施している。

環境大気の炭素成分に関しては，これまで多くの測定

結果が蓄積されてきたが，試料採取の方法や条件，分析

の方法や測定条件，データ解析の方法などが異なってい

たため統一的な評価はできなかった。これらの情報を活

かす意味もあり，平成 14年度末に各種の方法による比

較観測を実施した。平成 15年度の早い時期に結果をと

りまとめる予定である。常時監視モニタリングに関して

は，SPM，PM10，PM2.5の相互比較調査を継続させる必

要がある。測定機器それ自身の比較評価は勿論のこと，

我が国の気象条件を踏まえた，サンプリング条件や測定

室の温度条件などに関する通年評価が必要である。

超微粒子（ナノ粒子）の計測，特にその捕集と組成分

析が重要な課題となっている。その捕集については装置

を設計中であり，計測法を確立することによって排出実

態把握，環境動態，毒性評価の各分野の研究進展に大き

く寄与すると考えられる。

健康影響の評価に関する研究：

疫学研究では，大気汚染の急性影響評価が課題となっ

ている。我が国では時間単位の常時監視モニタリングデ

ータが得られるため，より詳細な解析が可能である。気

象や共存大気汚染物質の時間値データを利用することに

より疫学解析結果の評価に当たって課題となっているリ

スク評価モデルの検討・評価も可能となろう。

毒性評価研究においては，ディーゼル排気の循環機能

に及ぼす影響研究に関しては生活習慣病，心筋炎などの

病態モデル動物を使い，ディーゼル排気が循環機能に及

ぼす影響と機構について検討，ディーゼル排気曝露の影

響とガス状成分のみの曝露の影響を比較し粒子状成分の

影響を推定，曝露濃度－影響関係からの閾値の推定が課

題である。

ディーゼル排気が呼吸器の感染による傷害や機能に及

ぼす影響の研究に関しては易感染者の急性増悪にかかわ

る因子による傷害にディーゼル排気曝露が及ぼす影響に

ついての検討，アレルギー関連疾患の増悪機構の解析，

曝露濃度－影響関係からの閾値の推定が課題である。

毒性スクリーニング手法の開発および毒性物質の解析

研究では，運転条件等を変えた場合の粒子状物質や粒径

別粒子状物質の毒性スクリーニング，摘出心筋や心臓を

用い DEPおよび成分の毒性のスクリーニング手法およ

び毒性物質の解析等が課題である。

曝露量に基づく対策評価モデル等に関する研究の概

要：

交通システム対策評価モデル，DEP排出量の詳細推

計・地域分布予測モデル，交通流モデル等のサブモデル

を基に沿道周辺の大気汚染濃度の推計計算を実施してい

るが，実際の環境濃度は広域スケールの大気汚染の影響
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が複合するため，次の段階では広域モデルとのリンクが

必要となる。これに関しては，別途，固定発生源・移動

発生源，自然発生源のメッシュ排出量推計モデルの開発

も実施しており，並行して進行中の広域数値予測モデル

との結合を行いたい。

一方，今回開発した DEPへの曝露量推計モデルは通

勤通学による移動や移動先での曝露を重視したものにな

っているが，今後はモデルの感度分析を進めながら，推

計精度に大きく影響を与える可能性があるパラメータに

ついては，他の研究課題と連携しながらさらに検討を加

えるとともに，確率変動を考慮したモデルの適用につい

ても検討する必要がある。
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Sugata S., Wakamatsu S., Ohara T., Hasegawa S., Kobayashi S., Itano Y., Moriya T.: Observation of Particulate

Matter in Tokyo and Osaka Area, -Numerical Modeling Study-, 8th Int. Conf. Atmos. Sci. & Appl. Air Quality
(ASAAQ), Tsukuba, 2003.3

種田晋二，林　英幸，佐久島明世，関　興一，鈴木　明，吉野　伸，鎌田和之，阪田正勝，嵯峨井勝，森　洋樹：ディ
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宮収縮への影響について，第 42回大気環境学会年会，北九州，2001.10

机　直美，林　英幸，種田晋二，森　洋樹，局　博一，鈴木　明：ディーゼル排気微粒子抽出物 (DEPE) はオキシトシ
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Matter in Tokyo and Osaka Areas, 8th Int. Conf. Atmos. Sci. & Appl. Air Quality (ASAAQ), Tsukuba, 2003.3
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Birumachi J., Suzuki A., Ito K., Hioki K., Maruyama C., Ohnishi Y.： Diesel exhaust induced hypersensitivity in c-
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発性気道反応について，第 42回大気環境学会年会，北九州，2001.10

美留町潤一，鈴木　明，中島　徹，鈴木忠男，小林隆弘：モノクロタリン投与による肺高血圧が DEPの気管内投与の
毒性に及ぼす影響，第 42回大気環境学会年会，北九州，2001.10

― 61 ―

発表者・題目・学会等名称・開催都市名・年月
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